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青く輝く惑星「地球」、そこに息づく数限りない「いのち」。
繋がりあい、共に生きるひとつの生命体、それがGAIA（ガイア）。
GAIAの声に耳を傾け、「地球」と「いのち」が喜ぶことをしよう。
未来の子供たちに美しい地球を還そう。
そのために本当に必要な商品だけを開発してゆく。
これが、SANYOのブランドビジョン「Think GAIA（シンクガイア）」。
このブランドビジョンを実現するために
環境・エナジー先進メーカーとして、
私たちだけが持つ独自の技術と、新しい発想力で
グローバルソリューションを生み出してゆきます。
すべては、地球といのちのために。
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経済性報告については、「アニュアルレポート」「SANYO NOW」で、

技術情報については、「三洋電機技報」で報告していますので、あわせてご覧ください。

重要な内容を中心に報告しています。

冊子版で掲載しきれなかった、より詳細な情報については、

当社の「環境・社会活動」Webサイトで報告しています。

URL   http://www.sanyo.co.jp/Environment/

■ 環境活動

　 環境マネジメント

　 環境行動計画

　 環境負荷全体像

　 環境会計

　 製品における環境負荷低減

　 事業活動における環境負荷低減

　 

■ 社会活動

　 お客さまとともに

　 お取引先とともに

　 株主・投資家とともに

　 従業員とともに

　 地域社会とともに

■ トップメッセージ

■ ビジョンと戦略

■ 重要課題

　 ・気候変動とエネルギー

　 ・限りある水資源の利用

　 ・製品の品質と安全性

■ マネジメント

■ パフォーマンス（環境報告）

　 ・地球環境とともに

■ パフォーマンス（社会性報告）

　 ・お客さまとともに

　 ・従業員とともに

　 ・地域社会とともに

■ 第三者レビュー

■経済性情報　アニュアルレポート（機関投資家向け）

URL　http://www.sanyo.co.jp/ir/library/annualreports.html

SANYO NOW（個人株主向け）

URL　http://www.sanyo.co.jp/ir/library/sanyonow.html

■技 術 情 報　三洋電機技報

URL　http://www.sanyo.co.jp/giho/

環境・社会報告書（冊子版）

環境・社会活動（Web版）

その他の情報
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　三洋電機グループは、環境・社会活動をはじめさまざま

なCSR活動に取り組んでいます。本冊子の発行にあたっ

ては、掲載するテーマを絞り込み、事業活動をはじめさま

ざまな環境・社会活動のうち、数多くのステークホルダー

の皆さまや社会にとって重要と考えること、あるいは当

社グループのサステナビリティにとって重要と考えるこ

とを中心に検討・編集しています。

　本年度は、社会と自社にとっての重要課題である「気候

変動」「水資源問題」「製品の品質と安全性」を取り上げ、こ

れらの課題に対して当社グループとして貢献できる技

術、ソリューションおよび取り組みを紹介しています。ま

た、環境および社会活動においても、当社にとって重要と

考えるテーマを中心に、さまざまな取り組みを紹介して

います。

　また、環境・社会活動Webサイトでは、冊子での報告内

容を含め、当社グループの環境・社会活動をはじめ、CSR

の取り組みの全体像を詳細なパフォーマンスデータとと

もに掲載しています。

■対象範囲

　財務報告：三洋電機（株）および国内外連結子会社

　環境報告：三洋電機（株）および国内製造子会社（国内主

要関係会社からなるグループ環境マネジメン

トシステム（GEMS）の範囲を含む）

　社会性報告：三洋電機（株）および国内外主要関係会社

■対象期間

　2006年4月1日～2007年3月31日

　（一部、対象期間外のデータや目標、見通しなども含む）

■報告書情報の保証について

　当社における環境に関する情報マネジメントシステム

の信頼性および報告書に記載された情報と関連資料の

整合性について、第三者審査機関であるデット ノルス

ケ ベリタス エーエス（DNV）によるレビューを受けて

います。

■参考にしたガイドライン

　・GRI「サステナビリティ・リポーティング・

　　　　ガイドライン2002」

　・環境省「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」

　・環境省「環境会計ガイドライン2005年版」

お問い合わせ先

　冊子全般

　　コーポレートコミュニケーション本部　CSR部

　　TEL. 06-6994-3536  FAX. 06-6994-6831

　環境報告

　　イノベーショングループ　環境推進本部 

　　環境推進センター

　　TEL. 077-543-5623  FAX. 077-543-5618

編集方針



区分
普通株式

A種優先株式
B種優先株式

発行可能株式総数
7,060,300,000株

182,600,000株
246,100,000株

発行済株式の総数
1,872,338,099株

182,542,200株
246,029,300株

株主数
282,589名

3名
3名

合計
男性
女性

従業員数
11,032名
8,893名
2,139名

平均勤続年数
19.5年
19.8年
18.1年

会社概要

三洋電機グループの概要
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三洋電機株式会社

大阪府守口市京阪本通2丁目5番5号

1947年2月（1950年4月）

佐野 精一郎

社 　 　 　 名：

本 店 所 在 地：

創 業（ 設 立 ）：

代表取締役社長：

322,242百万円※1

単独　11,032名、連結　94,906名※1

206社（国内80社、海外126社）※1

資 　 本 　 金：

従 業 員 数：

連 結 会 社 数：

会社概要

※1　2007年3月末現在
※2　普通株式の発行済株式の総数には、自己株式18,192,813株が含まれています。

■その他部門　物流、保守、情報サービス、住宅関連

■コンシューマ部門　映像機器、情報通信機器、家庭用機器などの一般消費者向け商品

■コマーシャル部門　業務用、産業用、医療用の機器

■コンポーネント部門　電子部品、電池、半導体など

洗濯乾燥機デジタルムービーカメラ 携帯電話 カーナビ／カーオーディオ

スーパーショーケース

太陽電池モジュール

ガスヒートポンプエアコン 超低温フリーザー 電子カルテシステム

光ピックアップ リチウムイオン電池 ハイブリッド自動車用二次電池コンデンサー

■従業員の状況※1 ■発行可能株式総数、発行済株式の総数および株主数※1※2

事業領域



コンシューマ部門
1,009,698百万円
（45.58%）

コンポーネント部門
875,114百万円
（39.50%）

コマーシャル部門
270,553百万円（12.21%）

その他部門
60,069百万円（2.71%）

合計
2,215,434
百万円

日本
953,713百万円
（43.04%）

アジア
648,160百万円
（29.26%）

北米
370,214百万円
（16.71%）

その他
61,333百万円（2.77%）

ヨーロッパ
182,014百万円
（8.22%）

■部門別売上高構成比 ■地域別売上高構成比

■売上高 ■当期純利益

合計
2,215,434
百万円

0

1,000

2,000

3,000 連結

単独

連結

単独

20062005200420032002

1,172
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1,216

2,183

2,508 2,485 2,397
2,215

-400

-300

-200

-100

0

（10億円）
100

20062005200420032002

-54 -57 -45
-88

-172

-361

-206

4 13

-62

（10億円）

（年度）（年度）
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2007年3月期の連結業績概要

　2007年3月期の売上高は、前期比7.6％減少し2兆

2,154億円となりました。このうち、国内売上高は、前期

比18.0％減少の9,537億円となり、海外売上高は、前期比

2.2％増の1兆2,617億円となりました。

　利益面では、売上高原価率の低減などにより、営業利益

は496億円と黒字転換しましたが、構造改革の追加施策

に伴う損失の計上や商品対策費用の増加などから、継続

事業税引前利益は131億円の損失、当期純利益は法人税

等の計上などにより454億円の損失となりました。

今後の見通し

　中期経営計画の最終年度である2007年度は、当社グ

ループは中期経営計画に沿った施策を着実に実行してい

きます。当社グループの成長への布石として、コア事業へ

の集中投資と構造改革事業の利益回復を最優先に取り組

み、また、当社グループとしてのグローバル展開の最適化

を図り、エリア戦略を明確にすることで、グローバル競争

力を強化します。

　さらに、2008年度から始まる新たな中期経営計画を策

定し、その施策にしたがい、当社グループの確実な成長を

実現していきます。

　これらを実行することで、業績の回復をさらに加速し、

収益の拡大と企業価値の最大化に全力を挙げて臨みます。

ステークホルダーの皆さまにおかれましては、引き続き一

層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

財務報告



「環境・エナジー先進メーカー」への進化
モノづくりの原点に立ち返り、持続的な成長をめざして

トップメッセージ
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　三洋電機は60年という歴史のなかで、モノづくりや

サービスの提供を通じてお客さまの信頼を獲得し、国内

外あわせて200ものグループ会社を持つ企業に成長して

きました。その原動力は、何よりも数多くの従業員がモノ

づくりに執念を燃やし、支え合い、ともに努力を重ねてき

たことです。また、当社の商品やサービスを購入していた

だいたお客さまやお取引先さまをはじめ、株主・投資家の

皆さま、地域住民の方々などさまざまなステークホル

ダーの皆さまのご支援がなければ、当社の成長はあり得

ませんでした。

　当社は、ブランドビジョン「Think GAIA」のもと、地球

といのちに喜ばれる「環境・エナジー先進メーカー」への

進化をめざしています。「地球」と「いのち」に対して何が

できるか。それは、モノづくりの原点に立ち返り、当社製

品をご愛用いただく一般のお客さまやお取引先さまのご

意見・ご要望に真摯に耳を傾けながら事業活動を行うこ

と。すなわち、当社の経営理念「私たちは世界のひとびと

になくてはならない存在でありたい」を実践していくこ

とにほかなりません。これは、当社が社会に対する責任を

考える上での基本的な考え方であると同時に、創業の理

念を受け継ぐことでもあると考えています。

　2007年度は、中期経営計画の最終年度となります。当

社には、太陽光発電システムや二次電池をはじめとした

世界に誇れる技術があり、世界的な環境問題への意識の

高まりを受けて、「環境・エナジー先進メーカー」をめざす

当社のビジネスチャンスはさらに拡大すると考えていま

す。繰り返し使える二次電池「eneloop」、大幅な節水を

実現する洗濯乾燥機「AQUA」、エネルギー使用量を削減

する冷凍機システム「enegreen」をはじめ、これまでの

当社の歴史のなかで培った技術を活かし、収益を回復す

るとともに着実な成長を実現し、商品を通じた社会への

貢献を図っていきます。また、当社の将来像を明確にした

「マスタープラン」を策定し、当社がめざすべき姿を、

2008年度から始まる新しい中期経営計画のなかでス

テークホルダーの皆さまに示していきます。

収益の回復と着実な成長へ

代表取締役社長　佐野 精一郎
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　「環境・エナジー先進メーカー」をめざす上で、事業構造

の変革にとどまらず、地球環境保全に真摯に取り組むこ

とが、当社グループの持続的な発展につながるものと考

えています。当社は、グループ環境方針のもと、商品開発

から製造、廃棄にいたる事業活動のすべての段階で環境

配慮の取り組みを推進しています。

　特に当社では、温室効果ガスや廃棄物の排出削減、有害

化学物質による汚染防止に貢献するため、お客さまに提

供するすべての商品の省エネルギー化と省資源化（小型

化・軽量化）に重点を置き、環境の改善に貢献する商品の

開発と普及に取り組んでいます。その結果、2006年度に

は、当社基準の環境配慮に優れた製品は、売上高ベースで

50％を超えました。

　また、生産過程における環境負荷を低減することも重

要です。エネルギー使用量の削減、有害化学物質の使用削

減などにより、地球温暖化やその他の地球環境の悪化防

止に貢献するため、長期的かつ具体的視点による目標を

設定し、継続的に改善活動を実施しています。これらの活

動を行うことによって、「環境・エナジー先進メーカー」と

して環境分野におけるグローバルリーダーシップをと

り、さらに企業価値を高めていく考えです。

　当社が属するエレクトロニクス業界は、グローバルな

企業間競争の激化や原材料価格の高騰など、経営環境は

依然として厳しい状況が続いています。2006年度は、

3カ年の中期経営計画の2年目に当たる年でしたが、業績

面では3年連続の最終損失を計上する結果となりまし

た。加えて、2006年度は洗濯乾燥機や携帯電話用電池の

品質問題により、当社を支援していただいているお客さ

ま、お取引先さまなどのステークホルダーの皆さまには

大変なご心配とご迷惑をおかけいたしました。

　製造業にとっての最大の責任は、お客さまへお届けす

る商品の品質・安全性の確保です。これは、当社の創業期

から変わることなく引き継がれた精神であり、メーカー

製品の省エネルギー化と省資源化の推進

信頼され期待される会社への変革

にとってもっとも重要な要素と考えています。お客さま

の信頼回復を最優先し、お客さまから厳しい評価をいた

だいたこの機会を好機ととらえ、これまで以上に品質保

証体制を強化し、お客さまから信頼され期待される会社

へ変革していきます。

　また、企業の活動は人で成り立っています。従業員一人

ひとりがベクトルをあわせて能力を最大限に発揮し、役

割を着実に果たしていくことが、企業の成長につながり

ます。当社では、従業員の働きがい・意欲と安心して働け

る職場環境を向上するために、従業員の能力開発、仕事と

家庭の両立支援、女性がさらに活躍するための施策に積

極的に取り組んでいます。

　なお、当社は、2001年度から2006年度までの事業年度

における決算に関し、会計基準に忠実に準拠するよう自

主的に財務諸表を総点検しています。訂正後の財務諸表

は、会計監査人による監査意見が得られた段階で当社取

締役会での決議の上、速やかに開示することを予定して

います。また、社外の法律専門家で構成する「過年度決算

調査委員会」を社内に設置し、有価証券報告書の訂正後に

調査報告を取りまとめる予定です。

　当社を持続的な成長軌道に乗せる上で、2007年度は重

要な年です。この報告書で、私たち三洋電機グループの将

来像、CSRに対する取り組みに加え、進化する様子をお

伝えしますので、是非ご覧いただき、忌憚のないご意見を

いただけましたら幸いです。

　今後とも、当社への一層のご理解とご支援をお願い

申し上げます。

三洋電機株式会社

代表取締役社長



三洋電機グループ行動基準「世界に誇りうる
仕事」

事業活動の基盤
コーポレート・ガバナンス、内部統制、

コンプライアンス、リスクマネジメントなど

事業活動を通じた豊かな社会づくり
環境対策・創エネルギー製品の開発、
高品質な商品・サービスの提供、

お客さまに満足いただける価値の提供など

社会の抱える
課題への取り組み

地球環境保全、社会貢献活動など

ブランドビジョン「Think GAIA」
地球といのちのために

「私たちは世界のひとびとになくてはならない存在でありたい」
三洋電機グループ経営理念

経
済
的
側
面

社
会
・
環
境
的
側
面

地域社会

株主
投資家

従業員お客さま

お取引先

NGO
NPO

ビジョンと戦略
「地球といのちが喜ぶ企業」をめざし、持続可能な社会の実現に貢献する
ことが、三洋電機グループの長期的な価値を高め、発展していくことに
つながると考えています。

ビジョンと戦略
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　当社グループの経営理念「私たちは世界のひとびとに

なくてはならない存在でありたい」は、独創的な技術によ

り優れた商品とまごころのこもったサービスを提供し、

世界の人々から愛され信頼される企業集団になることを

めざしたものであり、当社グループのCSR（企業の社会

的責任）の原点となっています。

　また、2005年度に掲げた新しいブランドビジョン

「Think GAIA」は、持続可能な社会の実現と当社の持続

的な発展のため、まず私たちが地球といのちのことを常

に考えようという意思を示したものです。こうした経営

理念やブランドビジョンの実践こそが、当社のCSR経営

そのものです。

　当社グループでは、経済・社会・環境の側面において社

会的責任を果たしていくために、ステークホルダーであ

るお客さま、従業員、株主・投資家、お取引先、地域社会、

NGO/NPOなど、さまざまな立場の皆さまの声に耳を傾

け、ともに歩んでいく考えです。

経営理念とCSR
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　当社グループは、持続可能な社会の実現に貢献できる、

あるいはその可能性を秘めたさまざまな独自の技術を有

しています。

　たとえば、私たちの生活になくてはならない水。電解水

技術、ろ過技術やオゾンを利用した当社の水処理技術は、

公共用水域や生活排水の浄化に役立てられ、水質汚濁を

改善するとともに、水のリサイクルによる水使用量の削

減にもつながっています。そして、電解水技術を空気の浄

化に応用した空間清浄システムは、空気中に浮遊するウ

イルスやカビ、花粉などを抑制して、家庭や公共施設など

暮らしのなかに清潔で快適な空間を提供しています。

　また、HIT太陽電池を用いた太陽光発電システムは、

CO2を排出することなく電気を創出するクリーンエネ

ルギーの代表例であり、エネルギー需要に応えながら、地

球温暖化の抑制にも大きな期待がかけられています。グ

ローバルでのシェアも約30％と高い二次電池は、一般

用、業務用のさまざまな機器をエネルギー源として支え

るとともに、くり返し使えてリサイクル性も高いことか

ら、省資源化、廃棄物発生の抑制に貢献しています。

　現在の中期経営計画※を策定するにあたり、事業ポート

フォリオを事業の成長性、収益性、コアコンピタンスなど

の面から見直し、世界における環境問題にソリューション

を提供する「環境・エナジー先進メーカー」となることこそ

が、当社グループが長期的に価値を創造し、発展していく

ことができるビジネスモデルだと判断しました。

　これをもとに、二次電池や自動車用AV機器などの「パ

ワーソリューション事業」、産業用冷熱機器や太陽電池、

バイオ・医療機器、医療情報システムなどの「冷熱、コマー

シャル事業」、携帯電話やデジタルカメラ、電子デバイス

などの「パーソナルモバイル事業」に対し、設備投資・研究

開発を集中的に行います。特に、市場の伸張が著しい太陽

電池事業については、戦略的投資により生産体制を増強

し、クリーンな電力を世界へ提供するための動きを加速

させています。

　また、持続可能な社会の実現に貢献できる革新的な商

品を創出するため、部門の壁を越えた組織横断的な商品

開発体制も整え、商品開発を全社的に推進するなどモノ

づくりのプロセスを全社規模で変革しています。

　これにより、商品開発の段階で異なる商品や分野の技術

を融合させ、これまでにない付加価値を持つ商品を開発す

るなど、当社が保有する技術を最大限活用することで、市

場からの要望に応えるモノづくりをめざしています。

　このように、当社の事業戦略は自社の長期的な価値を

高めるとともに、社会全体のサステナビリティとも密接

に関係しています。

リチウムイオン電池

※　中期経営計画の詳細については、アニュアルレポートをあわせて
　　ご覧ください。

水処理技術を使った洗濯乾燥機 空間清浄システム 太陽電池モジュール

事業戦略とサステナビリティ

独自の技術による
持続可能な社会への貢献
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気候変動とエネルギー重要課題 1

地球温暖化による弊害がさまざまな場面で、私たちの目にも留まるよう

になってきました。この人類がかつて経験したことのない難問に対する

答えのひとつが、クリーンエネルギーの活用です。三洋電機は太陽電池の

開発に力を入れており、その技術により地球温暖化の抑制に貢献してい

きたいと考えています。

重要課題　「気候変動とエネルギー」
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■ 世界の平均気温の変化

出典：IPCCの資料をもとに国土交通省作成

4°C
化石燃料に依存した社会での
今世紀末の平均気温上昇
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　産業革命以降、人類はさまざまな機械や装置を開発し、

工業製品を大量に生産する術を覚え、さらにそれらを大

量に消費することで、これまで経験したことのない豊か

で便利な暮らしを手に入れることができました。この大

量生産・大量消費社会を支えたのは、石油や石炭に代表さ

れる化石燃料といわれる資源です。長い歳月をかけ、地中

深く蓄えられていった化石燃料を、私たちはたった百数

十年ほどで使い切ろうかという勢いです。世界のエネル

ギー消費は過去100年間で25倍も増加し、総消費量を石

油に換算すると、100億トンを超える規模になっていま

す。さらには、私たち人類は化石燃料を使い切るばかり

か、化石燃料を燃やすことで多くのCO2を排出し、地球

温暖化という副産物まで生み出す結果を招いてしまいま

した。

　2007年4月、ベルギーのブリュッセルで採択された「気

候変動に関する政府間パネル（IPCC）」※の第4次報告書に

は、地球温暖化の進展に関し、世界中の科学者たちの研究

成果を考えあわせた結果、深刻な未来図が描き出されまし

た。ここでは、地球の平均気温がこのまま上昇を続け、1.5

～2℃を超えると、生物種のうち20～30％が絶滅の危機に

陥り、さらに2～3℃を超えたなら、海面上昇による洪水の

被害者が百万人単位で増え、アフリカなどでは2億人を超

える人々が深刻な水不足に直面するのではないかと予測

されています。もはや事態は、全世界が一丸となって取り

組まなければならない、予断を許さない状況です。

　一方で、元世界銀行チーフエコノミストのニコラス・ス

ターン氏が英国政府からの委託により「スターン・レ

ビュー」という論文をまとめました。これによると、温室

効果ガスの排出削減に向けて国際社会が行動を起こさな

ければ、地球温暖化による将来的な経済的損失は世界各

国の国内総生産（GDP）総計の約20％にも上るという指

摘もあります。しかし、今すぐ温暖化防止対策を始めたな

ら、これにかかる費用は年間、世界のGDPの1％で済み、

経済発展と両立することが可能であるとしています。つ

まり、「行動しないこと」のコストのほうが、必要な対策の

コストを圧倒的に上回るのです。

　2007年6月に開催された主要国首脳会議（ハイリゲン

ダム・サミット）においても、温暖化対策が一番の課題と

して議論され、2013年のポスト京都議定書以降の政策を

どうしていくかが争点となりました。こうして先進国8

カ国での同意が得られ、世界は低炭素社会に向け舵を切

り始めました。
※1988年国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により設立。地球温
暖化に関する科学・技術・社会経済的評価を行うとともに、得られた知見は

政策決定者はじめ、広く一般に利用してもらうことを任務としています。

地球温暖化がもたらす未来図

人類が今のままの大量生産・大量消費型の高い経済成長をめざすなら、

気温上昇は約4℃（2.4～6.4℃）に及び、多くの植物・動物の絶滅リスクが
高まるとともに、さらなる気候変化を増幅させると懸念されています。



重要課題　「気候変動とエネルギー」
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　私たち人類の暮らしのなかで一番エネルギーを多く消

費しているのが、「住生活」の部分で、エネルギー使用の実

に42％を占めます。このうち、暮らしのなかでもっとも

エネルギーが消費されるのは、エアコン、冷蔵庫、照明器

具、テレビの4つで、家庭の電気使用の実に6割以上を消

費しています。この直接エネルギーをどう減らすかが、温

暖化防止への大きな鍵となります。

　これに対する答えのひとつが、CO2を排出しない自然

エネルギーの活用です。三洋電機では1975年にアモル

ファス太陽電池の研究開発を開始し、1980年に工業化を

実現。アモルファス太陽電池の材料であるアモルファス

シリコンは、光の吸収率に優れ、弱い光でも発電できる

上、低温の製造プロセスで処理できることが特徴です。三

洋電機独自のHIT（Heterojunction with Intrinsic 

Thin-layer）太陽電池の研究開発がスタートしたのは

1990年。「どうしても屋根瓦発電を実現したい」という研

究開発陣の熱い思いのもと、長い挑戦が始まったのです。

　三洋電機がめざしたのは、単結晶シリコンの高い変換

効率と、アモルファスシリコンの低い製造エネルギーと

高生産性を併せ持つ構造の開発でした。HIT太陽電池は、

単結晶シリコンウエハの上に不純物を含まないアモル

ファスシリコン層を介してp型およびn型のアモルファ

スシリコン薄膜を堆積し、異種材料接合により形成され

たまったく新しい構造の太陽電池です。

　これまでの単結晶シリコン太陽電池の製法としては、

900℃を超える高温プロセスが必要であり、製造工程も

複雑でした。三洋電機ではそれまでに培った薄膜形成技

術により、アモルファスシリコンの薄膜層を200℃以下

の低温で積層してp／n接合を形成する画期的な構造の

開発にいたりました。

■HIT太陽電池の構造

　一般的な多結晶太陽電池のセル変換効率が16～17％

台であるのに対し、HIT太陽電池は研究レベルで22.0％

（量産レベルで19.7％）という世界最高レベルの変換効

率を実現しています。変換効率が高ければ、ある一定レベ

ルの発電量を得るために必要な電池の面積が小さくて済

み、省資源化にもつながります。夏場の温度上昇に伴う出

力低下が小さいという特徴も相まって、設置面積あたり

の発電量が多いことが、ご使用いただくお客さまにとっ

てのメリットとなっています。さらに、HIT太陽電池は両

面発電が可能で、表裏対称構造により薄型化にも適し、製

造段階においても省資源化に有利となります。なお、

2006年に当社が生産したHIT太陽電池がすべて発電し

た場合、概算で年間約5.5万tのCO2削減効果※があると

推定されます。

単結晶太陽電池セル

HIT太陽電池セル

単結晶シリコンウェハ（ｐ型）

薄膜アモルファスシリコン層（0.01μm）

電極

単結晶シリコンウェハ（ｎ型）

表面電極

裏面電極

薄膜アモルファスシリコン層（0.01μm）

2006年当社の生産したHIT太陽電池モジュールが
1年間発電することにより、約5.5万t-CO2の
削減効果を生み出すと概算されます。

温暖化防止に向けた三洋電機の挑戦
―HIT太陽電池の開発

5.5万t
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　今後の課題は、いかに低コスト化を実現できるかがポイントだと考えています。

現在、一般の住宅に設置する場合、国産の大衆車レベルといったところまで下がっ

てきていますが、これをさらに軽自動車並みの手軽な価格で提供し、多くのご家庭

で家族そろって省エネルギーを実践してもらえるよう、低コスト実現に向け日々、

取り組んでいます。実際、日本の一戸建て住宅の約8割に3kWの太陽電池を搭載で

きたなら、夏場のピーク電力の約2割がまかなえるという試算もあります。設置い

ただいたご家庭では、リビングなどに設置されたモニター（オプション）により現

在の発電状況や売電状況もわかるので、楽しみながら家族の省エネ意識が高まっ

たといううれしい報告を数多くいただいています。

　三洋電機では、現在、二色の浜工場（大阪府貝塚市）と島

根三洋電機株式会社（島根県雲南市）で太陽電池セルの生

産を行い、2拠点をあわせて165MWの生産能力を有してい

ます（2006年12月現在）。一方、世界での太陽電池生産量

は、2006年時点で2,521MWとなり、前年2005年の

1,782MWと比較し、141％の増産になっています。この

2,521MWという量は原子力発電所2.5基分に相当します。

　こういった旺盛な需要を背景に、三洋電機では2007年以

降、HIT太陽電池セルの生産能力の増強を図っています。

2007年度は、二色の浜工場において約90億円を投資し、ま

た、島根三洋電機（株）においては、2008年度に約100億円

を投資する計画です。今後も大幅な増産を行い、2010年度

には世界トップレベルの企業をめざしています。

　私たち人類の暮らしのなかで一番エネルギーを多く消

費しているのが、「住生活」の部分で、エネルギー使用の実

に42％を占めます。このうち、暮らしのなかでもっとも

エネルギーが消費されるのは、エアコン、冷蔵庫、照明器

具、テレビの4つで、家庭の電気使用の実に6割以上を消

費しています。この直接エネルギーをどう減らすかが、温

暖化防止への大きな鍵となります。

　これに対する答えのひとつが、CO2を排出しない自然

エネルギーの活用です。三洋電機では1975年にアモル

ファス太陽電池の研究開発を開始し、1980年に工業化を

実現。アモルファス太陽電池の材料であるアモルファス

シリコンは、光の吸収率に優れ、弱い光でも発電できる

上、低温の製造プロセスで処理できることが特徴です。三

洋電機独自のHIT（Heterojunction with Intrinsic 

Thin-layer）太陽電池の研究開発がスタートしたのは

1990年。「どうしても屋根瓦発電を実現したい」という研

究開発陣の熱い思いのもと、長い挑戦が始まったのです。

　三洋電機がめざしたのは、単結晶シリコンの高い変換

効率と、アモルファスシリコンの低い製造エネルギーと

高生産性を併せ持つ構造の開発でした。HIT太陽電池は、

単結晶シリコンウエハの上に不純物を含まないアモル

ファスシリコン層を介してp型およびn型のアモルファ

スシリコン薄膜を堆積し、異種材接合により形成された

まったく新しい構造の太陽電池です。

　これまでの単結晶シリコン太陽電池の製法としては、

900℃を超える高温プロセスが必要であり、製造工程も

複雑でした。三洋電機ではそれまでに培った薄膜形成技

術により、アモルファスシリコンの薄膜層を200℃以下

の低温で積層してp／n接合を形成する画期的な構造の

開発にいたりました。

コマーシャルグループ

クリーンエナジーカンパニー

ソーラー事業部　事業企画部

脇坂 健一郎

住宅の太陽光発電システムに搭載されている「HIT太陽電池」

■世界の太陽電池生産量
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出典：米国 PV NEWS

　一般的な多結晶太陽電池のセル変換効率が16～17％

台であるのに対し、HIT太陽電池は研究レベルで22.0％

（量産レベルで19.7％）という世界最高レベルの変換効

率を実現しています。変換効率が高ければ、ある一定レベ

ルの発電量を得るために必要な電池の面積が小さくて済

み、省資源化にもつながります。夏場の温度上昇に伴う出

力低下が小さいという特徴も相まって、設置面積あたり

の発電量が多いことが、ご使用いただくお客さまにとっ

てのメリットとなっています。さらに、HIT太陽電池は両

面発電が可能で、表裏対称構造により薄型化にも適し、製

造段階においても省資源化に有利となります。なお、

2006年に当社が生産したHIT太陽電池がすべて発電し

た場合、概算で年間約5.5万tのCO2削減効果※があると

推定されます。
※当社4.2kWシステムを大阪市に設置した場合の年間予測発電量を

4,909kWh、1kWhあたりのCO2削減量を0.3145kg-CO2で試算しています。

世界の需要に応えるため、
太陽電池の生産拠点へ積極投資
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海水など
97.5%

淡水など2.5%

■ 限りある水資源

このうち、

氷河など 1.76%
地下水 0.76%

河川・湖沼など
　　　 0.01%

出典：国土交通省　土地・水資源局水資源部資料

0.01%

限りある水資源の利用重要課題 2

人間が利用できる河川や湖沼などの水の割合

私たちの暮らしに欠かすことのできない水資源。しかし、世界には安全な

水にアクセスできない人たちが大勢いるのが現状です。「透明で気持ちの

いい水を人々に供給できないだろうか」―現地社員のつぶやいた一言が

今、インドネシアの人々の暮らしを変えていこうとしています。
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「2015年までに、安全な飲料水および衛生施設を継続的に
 利用できない人々の割合を半減する」 

 （“国連ミレニアム開発目標”より） 

　地球は「水の星」と言われ、表面積の7割を海で覆われて

います。豊かな水に恵まれているとはいえ、地球全体の水

のうち97.5％を海水が占め、残りの2.5％が人間が生活す

る上で利用できるいわゆる淡水です。この淡水も、その多

くは氷河となって存在し、また地下水として地中深くに

流れているなど、採取が困難な状態にあります。比較的、

手軽に採取でき使いやすいといえる川や湖などにある淡

水は、地球上の水全体のわずか0.01％しかありません。

　20世紀の間に世界の人口は3倍に増えましたが、水の使

用量も実に6倍に増えました。そのため、アジア、アフリカ

などの地域を筆頭に、恒常的な水不足に悩む人口も増加し

ています。世界の水使用量のうち、70％が農業用水、20％

が工業用水、残りの10％が生活用水とされており、世界に

おける水不足とは、すなわち食料不足に直面する大きな問

題となります。2025年までに世界の人口の半数にあたる

40億人が水ストレス※に直面、3人のうち1人が水不足に悩

まされる可能性が高いと専門家は見ています。

　2000年9月の国連ミレニアム・サミットにおいて「国

連ミレニアム宣言」が採択され、「2015年までに、安全な

飲料水および衛生施設を継続的に利用できない人々の割

合を半減する」という項目が掲げられています。

　開発途上国では、2002年においても11億もの人々が

不衛生な水を利用しています。安全な水を手に入れられ

ない人の地域別割合を見てみると、国土面積に対し人口

比率の高いアジアがその多くを占めています。世界的に

降水量の多いアジア地域ですが、ここ数十年間の人口増

加と移動、急激な経済発展のため水の需要が増し、水不足

と水質の劣化が著しい状況です。安全な水にアクセスで

きないということは衛生問題と絡み、乳幼児の死亡率と

も深い関係にあります。

　そんななか、インドネシア政府は国連ミレニアム宣言に

対し、「2015年までに、80％以上の人々がきれいな水にア

クセスできる環境を提供し生活の衛生環境を改善する」と

いう公約を掲げました。インドネシアは水道の敷設率が平

均30％、都市部でも40％と低い上、水道水の品質は悪く、

臭いや雑菌もあり、何度か洗濯を重ねると白いシャツも薄

茶色になるほどです。また、井戸からくみ上げる地下水に

ついても、下水道整備が未発達のため、人間の生産活動や

生活によって排出される環境汚染物質の増大により汚濁

が進行しており、地下水自体が問題視されています。降水

量の多いインドネシアであっても、不衛生な水しか手に入

れることができない人々が多いのが現状です。

※水ストレスとは、最大限利用可能な循環淡水資源量に対する取水量の比

で表し、この値が、0.4を超えると、水ストレスが高い状態にあるとされま
す。水ストレスにさらされる地域は、今後、アジア、アフリカをはじめ、北

米、南米、オーストラリア、ヨーロッパにも拡大するとされています。

0 1000 2000 3000 4000 5000

ヨーロッパ
北米
アフリカ
アジア
南米
オセアニア

（単位10億㎥）

国土交通省：土地・水資源局水資源部作成資料より抜粋

■世界の水需要量将来見通し

世界の深刻な水事情 安全な飲み水にアクセスできない人々
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　こうした状況を踏まえ、三洋電機ではインドネシアに

おいて、生活用水浄化システム「アクアオアシス」の事業

化を2007年春からスタート。「透明で気持ちのいい水を

ここの人たちに提供できないだろうか」─現地社員のつ

ぶやいたこの一言がその出発点でした。

　三洋電機ではこれまでも、ろ過技術、電解水技術、オゾ

ン技術などにより、水の汚染防止や浄化、再利用を目的と

した事業を広く展開してきました。その代表的なものと

して、一度使った最終すすぎ水や風呂の残り水をオゾン

で浄化し、水を再利用するドラム式洗濯乾燥機「AQUA」

があります。また、電解水応用技術によりプールなどの水

浄化・除菌を行う「アクアクリーンシステム」や、半導体や

太陽電池の製造工程で排出する水をろ過してリサイクル

するシリコン系排水処理システム「アクアクローザ」な

ど、水の循環利用を促す製品を投入しています。

　家庭の水供給源の多くを井戸に頼っているインドネシ

アにおいて、これまで三洋電機はポンプ技術で水の供給

に貢献してきました。実際、現地の人たちはポンプのこと

を「サンヨー」と呼ぶほどで、水浄化技術に加え、インドネ

シアではポンプ事業で培った知名度とすでに生産拠点と

販売ルートを持つという強みが当社にはありました。こ

れらの強みを活かし、インドネシアの人々が手軽に購入

できる製品を開発、市場に投入すれば、きれいな水のある

安全で快適な生活を提案することができるのではないか

と考えました。インドネシアは大小の島で構成されてい

る国ということもあり、めざしたのは、全土に大規模なプ

ラントを設置するといったインフラ整備ではなく、低コ

スト・低メンテナンス・低エネルギー型で手軽に据え付け

られる分散型水浄化ソリューションです。

井戸の原水とアクアオアシスで処理後の水。原水は見てのとおり、茶色い。

　さらに商品開発のため、インドネシア国立バンドン工

科大学（ITB）と協力。ITBを共同開発相手に選んだのは、

インドネシアにおける水質研究の権威であるとともに、

政府指定の研究機関で製品の性能評価と分析の面を期待

したからです。ITBの持つ技術・ノウハウと融合すること

で、インドネシアの人々に喜ばれる水浄化ソリューショ

ンを開発・提供できるものと期待しています。さらに商品

開発にとどまらず、現地への技術移転、技術者養成能力の

向上をめざした共同作業を行い、衛生状況の改善、水因性

疾患の減少に取り組んでいきたいと考えています。

きれいな水で安心できる暮らしを
インドネシアの人々に届けたい

64%アフリカ
27%

オセアニア0.3%

ヨーロッパ2%

アジア64％

ラテンアメリカと
カリブ海　6%

出典：世界保健機関、国連児童基金のデータをもとに国土交通省水資源部作成

■安全な飲料水を得られない人々の
　地域的別人口割合

11億人

安全な飲料水を入手できない地域別人口割合で
アジアの占める割合

インドネシア国立バンドン工科大学との
共同開発
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貯水タンク貯水タンク

ポンプ
無機物をトラップ無機物をトラップ

オゾン
浄化

浄化
ポンプ

タンク内の水を浄化

地下水地下水

貯水タンクに地下水を貯蓄

既存タンク ＋ ＋フィルター O3（循環）

除菌、
有機物を分解

フ
ィ
ル
タ
ー

菌

有機物
無機物
有機物
無機物

O3

O3

O3

ポンプ オゾン
浄化

地下水地下水

水道水（地下水）を直接浄化
→大量の水を処理できる

浄化機能付き新型ポンプ

フ
ィ
ル
タ
ー

O3
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　インドネシアの家庭では、地下水をいったんポンプで

貯水タンクにくみ上げます。貯水タンクに貯められた水

は、菌や有機物、無機物が混ざっている状態ですが、「ア

クアオアシス」は、貯水タンク内の水をポンプで取り込

み、フィルターを通して無機物を取り、さらにオゾンで

除菌し、有機物を酸化分解した後、再び貯水タンクに戻

します。このオゾンを利用した除菌法は、三洋電機独自

の技術であり、ドラム式洗濯乾燥機「AQUA」と同じ技術

を使ったものです。

　今後は、地下水からくみ上げた水を浄化機能付きポンプ

によって直接浄化したり、バイオの力を利用し地下水のほ

かに雨水や河川水、湖沼水といった汚染が進んだ水源も処

理できるようなシステムの開発を進めていきます。

コマーシャルグループ

クリーンエナジーカンパニー

アクアシステム事業部

テクノクリーン部

廣田 達哉

個人住宅に設置されたアクアオアシス

オゾン浄化の仕組み 浄化機能付き新型ポンプ

　開発の段階で一番苦労したのは、水質が一定しないことでした。インドネシアで

は地域によって、水がまったく異なった数値を示すため、実験の水質レベルを統一

できないのです。その水質も、日本側で想定する水質よりもはるかに高い数値を示

したりして、とても想像できないレベルなのです。

　インドネシアは温かい気候なので、水のなかに微生物が多く繁殖しています。ア

クアオアシスは上水に働きかける仕組みですが、今度は下水に対し、微生物の特性

を使って分解を助け、応用することはできないかと考えているところです。さらに

将来は、中国、ベトナムなどにも展開していき、一人でも多くの人に安全な水を提

供できれば…と夢はふくらみます。

　限りある水を浄化して再利用するシステム、ドラム式

洗濯乾燥機「AQUA」をはじめとした水処理技術開発に

は、大きな可能性が秘められています。三洋電機は、今後

も開発へのあくなき挑戦を展開し続けます。

オゾンを使った殺菌技術で水を再利用



製品の品質と安全性重要課題 3

製品を正しく安全に使っていただくことで、毎日の暮らしをより快適で

健やかなものとしたい─私たちのめざすモノづくりの基本は高い品質と

安全です。

重要課題　「製品の品質と安全性」
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滋賀商品検査センター
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　2007年5月、改正「消費生活用製品安全法」が施行され、

主として一般消費者が日常生活で利用する製品に係る事

故情報の報告・公表制度の運用が強化されました。強化の

目的は、企業が事故情報を速やかに報告し、消費者に広く

公表することにより、その後の同種の事故の再発防止につ

なげることです。この法改正により、製造事業者や輸入事

業者は、製品に関連した死亡や重傷病にいたるなどの重大

な事故の発生を知ってから10日以内に監督官庁である経

済産業省に報告することが義務付けられました。

　法改正以前から、メーカーでは行政通達に基づき、自主

的に製品事故に関する監督官庁への報告や消費者への公

表を行ってきました。しかし、今後は法律で報告が義務付

けられたことから三洋電機グループでは、製品安全に係

る自主行動計画に基づき、事故報告のルールを全社に徹

底するとともに、社内のガバナンスを強化しました。

　消費者に製品を安心して使っていただくためには、ま

ず、メーカーが安全性能の高い製品を製造し販売するこ

とが何よりも重要です。また、製品の機能や仕様ととも

に、正しい使用方法や、取り扱いを誤った場合の危険情報

を知らせることで、消費者が製品を合理的な判断に基づ

いて購入し、適切に使用できるよう促すこともメーカー

としての重要な責務です。そして、万が一、製品の安全性

にかかわる問題が確認された場合には、消費者の安全を

第一に考えた処置対応を行い、法にしたがって速やかに

報告・公表し再発を防ぐこと、2007年の法改正にいたっ

た背景と改正法の趣旨を真摯に受け止め、製品の品質と

安全性のさらなる向上に取り組んでいくことがメーカー

としての使命です。

　EU（欧州連合）によるRoHS指令を契機に、電気・電子

機器での特定の化学物質の使用を制限し、製品の生産か

ら処分にいたるすべての段階で、環境や人の健康に及ぼ

す影響を最小限に抑えようとする取り組みが世界の流れ

となってきています。これは、使用済みの電気・電子機器

が不法な投棄や埋め立てなどのように不適切に処分され

た場合、時間の経過とともに製品に含まれる化学物質に

よって土壌や水質が汚染され、人の健康に影響を与える

ことが懸念されるためです。日本のJ-Moss（電気・電子機

器の特定化学物質の含有表示義務）もその流れに呼応し

たもので、化学物質の情報を開示し適正にリサイクルす

ることで、人体への影響を防止するとともに、循環型社会

を構築することを狙いとしています。

　このように、国内外において、製品使用時の安全確保の

みならず、使用後の環境や人体への影響も含めたさまざ

まな観点から製品の品質に関する法規制が強化されてお

り、三洋電機グループにおいても、それらの法規制を遵守

した製品づくりを進めています。

高まる製品安全への関心

環境や人の健康への
予防原則の世界的な流れ

「消費生活用製品安全法」の主な改正

・製造事業者、輸入業者による

　　重大製品事故の経済産業大臣への報告

　　事故原因の調査、対象製品の回収等の措置（再発防止対策）の実施

・経済産業大臣による事故内容の公表



■商品事業プロセスと品質管理施策

QMS監査・指導

シックスシグマ活動

DR参画 SME活動 DR参画

品質リスク管理初期流動管理商品審査VDR参画

アフター
サービス量産試作詳細設計構想設計商品企画

重要課題　「製品の品質と安全性」
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品質に関する基本理念（1986年 1月制定）

「お客さまの満足を得る有益無害な商品を提供する」こと

は企業の社会的責任の中で最も重要なことであり、企業

発展の基盤であると考え、この基盤の上に立って、品質を

最優先とする品質経営に徹します。

当社グループでのブラックベルト認定者数

　2006年～2007年にかけて、三洋電機では洗濯乾燥機

の点検・修理、携帯電話の電池パックの取替・回収により、

お客さまにご迷惑をお掛けすることとなりました。これ

ら製品の品質にかかわる問題を真摯に受け止め、三洋電

機では品質管理体制を強化しました。本社の品質部門と

CS部門を統合して品質・CS本部を設立し、お客さまの視

点で製品の品質をより高める活動を強化するとともに、

商品の出荷検査を行う部門のスタッフも大幅に増員し、

品質保証体制の強化を図りました。

　2006年度から、商品審査規定により、それまで事業部

単位で行っていた商品審査を本社の品質部門でも複眼で

行うことにしました。商品の分類ごとに審査基準や審査

方法を再整備し、審査中に指摘事項のあった商品の改善

確認および出荷判定の基準なども強化し、徹底しました。

主力商品や新規性の高い商品に対し、取扱説明書や包装

なども含めたあらゆる観点で審査を受けなければならな

い仕組みにしました。

　また、製品の安全を確保する上で法令・規格以上に厳し

い基準を満たしていなければならないとする独自の製品

安全規格を整備し、安全性審査の基準として運用してい

ます。この基準は、一般のお客さま向けの製品だけでな

く、業務用製品から部品にいたるまでを対象とするため、

さらなる整備を図っています。

　一方で、従業員に対しての品質管理教育こそがもっと

も基本であるという認識から、「シックスシグマ手法」を

取り入れ、それに基づく従業員教育を2006年4月から開

始しました。科学的統計分析手法を用いて、製造工程など

で発生する不具合の原因究明とその対策を実施すること

で、工程不良率を下げ品質向上につなげる活動ですが、特

定のカンパニーで導入したところ、着実な成果が得られ

たことから全社的に展開することとしました。また、この

「シックスシグマ手法」を品質向上のための活動から経営

課題解決の活動へと徐々に拡大しています。

　このシックスシグマを有効に機能させるためには、「ブ

ラックベルト※」と呼ばれるプロジェクト・リーダーを多

数養成する必要があります。そのため、若手の部長・課長

などを中心に15日間の研修を受講し、そこで自部門や事

業が抱えるさまざまな問題から優先度の高いテーマを抽

出、コーチングを受講しながら課題の解決に挑戦します。

そして、一定の成果が認められた者が「ブラックベルト」

と認定され、自部門内での品質管理教育も務めます。現

在、当社グループのブラックベルトの認定者は275名と

なっています。

　シックスシグマ活動による成果は、2006年度では約

52億円にものぼり、各部署で品質改善を図り、また生産

性や効率性を上げるなど、高いパフォーマンスを生んで

います。本社品質部門が中心となって、今後、さらに多く

の事業場に展開していく計画で、底辺を広げることによ

り、一層の成果が上がるものと期待しています。

VDR：Virtual Design Review
（3次元CADデータによる試作前の設計品質改善）

DR：Design Review（設計審査）
SME活動：三洋電機グループの生産革新活動
QMS：Quality Management System（品質管理体制）

品質管理体制の見直し

全社的に品質教育を再徹底

275名
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携帯電話用電池パックの取替・回収について
　2006年12月、当社の子会社が製造した携帯電話用電

池パックの一部において、ごくまれに、充電中あるいは充

電直後に異常発熱し、破裂する恐れのあることがわかり、

取替・回収を実施しました。当社子会社では、原因となっ

た製造工程での問題を改善する対策を取るとともに、取

替・回収にあたっては、NTTドコモグループ様、三菱電機

様と連携を取りながら対応を進めました。

洗濯乾燥機の点検・修理に関する経過の報告
　2004年9月と2005年4月に、洗濯乾燥機のヒーター動

作中に発火する可能性があるとして公表し、無料点検・修

理の対応を行ってきました。新聞紙上での社告および

ホームページへの掲載、ダイレクトメールや電話による

呼び掛けを行い、お客さまや販売店さまにご協力いただ

いて全社で取り組んだ結果、販売した16万4,364台のう

ち、15万1,896台の点検・修理を終え、2007年5月現在で

92.4％の進捗率となっています。引き続き、残る8％への

対応に全力を挙げて取り組んでいます。
　一方で、従業員に対しての品質管理教育こそがもっと

も基本であるという認識から、「シックスシグマ手法」を

取り入れ、それに基づく従業員教育を2006年4月から開

始しました。科学的統計分析手法を用いて、製造工程など

で発生する不具合の原因究明とその対策を実施すること

で、工程不良率を下げ品質向上につなげる活動ですが、特

定のカンパニーで導入したところ、着実な成果が得られ

たことから全社的に展開することとしました。また、この

「シックスシグマ手法」を品質向上のための活動から経営

課題解決の活動へと徐々に拡大しています。

　「クオリティ、コスト、デリバリー」のうちでも、クオリティつまり品質・安全性が

もっとも大事であると認識しています。各事業所の担当者にも「品質問題は1件も

起こさない」という強い気構えで仕事を進め、決してコスト優先でモノづくりを進

めないこと、万が一、製品に安全上の問題が確認された時には、速やかに正確な報

告を行い、改善につなげることを徹底しています。製品の性能、使いやすさ、デザイ

ン、安全性のバランスを見極めることが私たちの仕事といえます。お客さまに安心

してお使いいただき、喜んでいただける製品をお届けできるよう、今後も努力して

いきます。

品質・CS本部
品質CS企画部

嶋本 智之

　このシックスシグマを有効に機能させるためには、「ブ

ラックベルト※」と呼ばれるプロジェクト・リーダーを多

数養成する必要があります。そのため、若手の部長・課長

などを中心に15日間の研修を受講し、そこで自部門や事

業が抱えるさまざまな問題から優先度の高いテーマを抽

出、コーチングを受講しながら課題の解決に挑戦します。

そして、一定の成果が認められた者が「ブラックベルト」

と認定され、自部門内での品質管理教育も務めます。現

在、当社グループのブラックベルトの認定者は275名と

なっています。

　シックスシグマ活動による成果は、2006年度では約

52億円にものぼり、各部署で品質改善を図り、また生産

性や効率性を上げるなど、高いパフォーマンスを生んで

います。本社品質部門が中心となって、今後、さらに多く

の事業場に展開していく計画で、底辺を広げることによ

り、一層の成果が上がるものと期待しています。
※　ブラックベルトとは、科学的統計手法とその活用方法の社内研修を受
講し、個別の事業課題の解決に取り組み一定の成果が認められた者の
ことをいいます。

当社関連製品の回収について



取締役会

株主総会
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監査役会
取締役　社外取締役

専門委員会

執行部門

内部監査部門

監査室

内部統制の整備および
適用の基本方針を決定 人事・指名委員会

報酬委員会

監査・ガバナンス委員会

内部統制の整備および運用
●リスクマネジメント
●コンプライアンス推進
●ITガバナンス　など

社長・執行役員

事業部門
関係会社

内部統制の整備および
適用状況の監査

内部統制の評価、改善促進

内部統制の整備および適用

内部統制にかかわる事項のうち
専門的事項について審議

選・解任

連携

連携

選・解任

連携

選・解任

選・解任、監督

監査

監査

報告

提言・報告

内部監査

監査

選・解任

連携

連携

選・解任

連携

選・解任

選・解任、監督

監査

監査

報告

提言、報告

内部監査

監査

監査役
社外監査役

本社部門

カンパニー

マネジメント

マネジメント
会社経営の健全化・効率化・透明化を図ることでステークホルダーの
信頼を獲得するとともに、内部統制システムを整備し有効に機能させる
ことに努めています。
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　当社では、定例の取締役会を毎月1回開催し、重要事項

の決定および業務執行状況の監督などを行っており、一

定の重要事項に関しては、取締役総数の3分の2超をもっ

て決議しています。また、取締役会でのより慎重な審議を

促進し、経営効率を向上させるため、全取締役が出席する

経営会議を毎月少なくとも2回開催しています。

　経営会議では、取締役会付議議案の事前審議を行うと

ともに、一定の業務執行に関する基本的事項および重要

事項に係る意思決定を行っています。 2007年6月現在、 

取締役会は9名で構成され、うち2名は社外取締役となっ

ています。

　また、監査役制度を採用する当社では、監査役が取締役

会等の重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、内部

監査部門その他関係者の報告聴取などにより、取締役の

業務執行について監査しています。さらに、会計監査人か

ら監査方針および監査計画を聴取し、随時監査に関する

結果の報告ならびに説明を受けるなど、相互の連携を

図っています。2007年6月現在、監査役会は6名で構成さ

れ、うち3名は社外監査役となっています。

　当社では、経営の透明性を確保し説明責任を果たすた

め、情報開示の体制を整備し、適時・適切な情報開示を

行っています。また、有価証券報告書など法定の報告書類

に加え、本報告書、アニュアルレポート、当社Webサイト

などを通じて、マネジメントに関する情報を積極的に開

示しています。

　当社は、会社経営の健全化・効率化・透明化を図ること

でステークホルダーの信頼を獲得し、企業として持続的

に発展するためには、関係法令の遵守はもとより、内部統

制システムを整備し有効に機能させることが不可欠であ

ると考えています。

　当社では、内部統制を財務報告統制、リスクマネジメン

ト統制、コンプライアンス統制の3つの視点からとらえ、

これらの充実、強化を図るため、社内に内部監査部門を設

置し、業務運営の適法性や効率性などの確保に努めてい

ます。また、内部監査部門は、内部監査結果の報告等、監査

役と適宜情報交換を行うことで連携をとり、監査の効率

性・有効性を高め、監査品質の維持・向上を図っています。

■経営体制と内部統制システム

取締役会および監査役会の状況

情報開示・説明責任

内部統制の充実・強化

コーポレート・ガバナンス



関係会社

総括責任者
コンプライアンス担当執行役員

指示・助言

報
告

CSR部

監査室

指
導監査

体制の構築・運営
施策の立案・実施

●独禁法遵守

●下請法遵守

●安全保障輸出管理

●個人情報保護

●安全衛生

●環境

●製品品質など

本社部門

コンプライアンスリーダー

各カンパニー・本部

コンプライアンスリーダー

コンプライアンスの
特定分野
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　コンプライアンス（法令・社内規定の遵守、倫理に基づく

行動）は事業活動を継続する上で基盤となるものです。当

社グループは、2006年に全世界にある当社グループ各社

で働く役員・従業員に適用する「三洋電機グループ行動・

倫理規範」を定め、業務や他の企業活動を行う上で、コン

プライアンスの視点から遵守すべき事項を示しています。

　総括責任者（社長）およびコンプライアンス担当執行役

員（執行役員から1名選任）のもと、コンプライアンス推進

体制を構築しています。本社部門および各カンパニー・本

部ごとに選任されたコンプライアンスリーダーが、各組織

における推進の中核的な役割を担い、行動・倫理規範の徹

底や違反行為の発生防止などの活動を行っています。

　また、当社グループでは、問題行為の早期発見および改

善のため、社内外にコンプライアンスホットラインの窓

口を設置し、従業員からの相談・申告を受け付けていま

す。相談・申告内容は、監査室を通じて総括責任者および

コンプライアンス担当執行役員に報告され、その指示に

基づき調査、改善指導などの措置が実施されます。

　コンプライアンスはさまざまな分野にかかわります

が、そのなかでも当社グループ全体で取り組む必要があ

るものを特定分野（独禁法遵守、安全保障輸出管理、個人

情報保護、製品品質、安全衛生など）として指定し、個別に

社内規定を作成しマネジメントを行っています。

　2006年に制定した「行動・倫理規範」については、子会

社および関連会社が所在する国・地域の言語（14言語）に

あわせて作成し、各社の全役員・従業員に周知していま

す。さらに2006年度は、日本における行動・倫理規範の解

説・事例集として「コンプライアンスガイドライン（第2

版）」を発行し、日本国内の当社グループ会社の役員、従業

員および派遣社員に配布しました。

　また、行動・倫理規範の制定に伴い、階層別教育におけ

るコンプライアンス教育を更新し実施しました。日本以

外の国・地域におけるマニュアル整備、相談・申告の受付

体制整備については、グローバルマネジメントの強化に

伴い、2007年度以降の継続的な課題として取り組んでい

ます。

■コンプライアンス推進体制

コンプライアンス推進体制

特定分野のコンプライアンス対応

行動・倫理規範を全従業員へ周知徹底

コンプライアンス



マネジメント

マネジメント
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　事業運営において重要な影響を及ぼすリスクに対して

は、リスクが発生する可能性を分析するとともに、リスク

をいち早く察知し必要な対応を取ることで、発生を未然

に防ぎ、また発生した場合の被害を最小限にとどめる必

要があります。

　当社グループでは、継続的に各部門でリスクの抽出・評

価・対応および見直しを行うとともに、全社リスクマネジ

メント会議でリスク対応状況および推進上の課題の共

有・検討などについて、2007年度以降順次行うことを予

定しています。

　執行役員1名を担当役員とし、それを補佐する全社リ

スクマネジメント事務局を置き、グループ全体のリスク

マネジメントを実施しています。

　2006年度は、内部統制システムの充実・強化の一環と

して、コーポレートとして対応すべきリスクを職務分掌

規定に明示し、リスク対応の責任と権限を明らかにしま

した。2007年度以降は、これまでの活動を一層強化する

ため、JISQ2001（日本工業規格）の「リスクマネジメント

システム構築のための指針」に準拠したリスクマネジメ

ントシステムを構築し、統合的なリスクマネジメントを

実施します。具体的には、リスクマネジメントマニュアル

に基づき、2007年度に体制構築と試行導入を行い、2008

年度以降に本格導入する計画です。

リスクマネジメント

リスクマネジメント体制

1. リスクマネジメント基本目的

事業運営に重要な影響を及ぼすリスクに的確な

対応をすることにより、経営資源の損失低減と緊

急事態発生時の迅速な回復による事業継続を果

たし、企業価値の向上を図る

2. リスクマネジメント行動指針

（1） 会社構成員の安全及び健康並びに経営資源の

保全を図る

（2） 関係者の安全・健康及び利益を損なわない

（3） 経営資源に被害が生じた場合、迅速・適切な回

復を図る

（4） リスク顕在時は法令・社会通念に即した責任

ある行動をとる

（5） 絶え間ないリスクマネジメント活動を通し

て、会社の社会的評価を高める

（6） リスクに関する社会的要請をリスクマネジメ

ントに反映する

三洋電機グループ リスクマネジメント方針
（2007年5月制定）



グリーン調達調査に関する説明会（大東事業所）
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　当社グループでは、「資材調達の基本方針」に基づき、お

取引先の対象を国内外に広く求め、グローバルかつオープ

ンな調達に努めています。お取引先の選定にあたっては、

当社グループの基準に基づき、厳正かつ公正に、総合的な

評価によって決定しています。2005年度からは、選定の際

の評価項目に社会性（雇用、人権配慮、遵法）を加え、お取引

先とともに企業の社会的責任を果たしていく考えです。

　そして、社会により良い製品を供給していくため、お取

引先との健全な取引関係を通じ、お互いの使命を果たす

「良きパートナー」として相互理解を深め、信頼関係の構

築に努めています。

　当社グループでは、環境保全に積極的な仕入先から当

社自らが設定した環境配慮の基準に適合した物品を購入

するグリーン調達を実施してきました。グリーン調達を

推進するためには、仕入先とのパートナーシップの構築

が不可欠であり、毎年10月から12月に仕入先に対して環

境マネジメント体制の構築などを調査しています。さら

に2006年度からは、新たにグリーン調達調査共通化協議

会（JGPSSI）で策定した「製品含有化学物質管理ガイド

ライン」に沿った管理体制の評価を追加し、評価方法とイ

ンターネットによる調査回答について仕入先への説明会

を開催しました。

　お取引先に当社グループの事業の方向性を説明する

「サプライヤーズコンファレンス」を毎年定期的に開催し

ているほか、事業部門では情報交換の機会を設けて、お取

引先のご意見・ご要望を聞くよう努めています。

　また、設計・開発段階から資材部門、製造部門も参画し、

安全性の追求、環境への配慮、品質の向上、付加価値の創

造などにより、お客さまに喜んでいただける製品づくり

を進めています。特に業務用機器分野では、VE／VA提案

検討会（付加価値創造）やテアダウン検討会（製品を部品

単位まで分解し、製造工程を含め部品ごとに品質や安全

性を考察し、製品を進化させる取り組み）を進めており、

これらの検討会にお取引先にも積極的に参画いただくこ

とで、より良い製品づくりに向けたパートナーシップの

強化を図っています。

　資材調達活動をグローバルな範囲で展開している当社

グループにおいて、アジア・中国地域での調達が近年急速

に伸びています。特に中国の華南地区における調達額は全

体の約2割を占めるようになり、華南地区各拠点の購買担

当者の連携、お取引先との信頼関係やパートナーシップの

さらなる強化が重要となってきたことから、2006年3月に

華南地区に国際調達センターを設立し、当社グループの調

達力向上に向けた取り組みを推進しています。

　今後は、このような取り組みを中国の華北・華東地域お

よびアジア地域へ展開することも検討しており、地域間

の連携も強化しながら、さらなるグローバル調達の推進

を図っていきます。

グリーン調達
パートナーシップの強化、公正取引
→　www.sanyo.co.jp/Environment/access

サプライチェーンマネジメント

グリーン調達の取り組み

積極的なコミュニケーションと参画

グローバルな調達力の強化
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三洋電機株式会社
社長

パフォーマンス
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基本方針
私たち三洋電機グループは、ビジョン「Think GAIA」のもと「環境・エナジー先進メーカー」として、地球環境を

健全に保ち、しかも豊かで快適な社会を実現するためになくてはならない存在となることを目指します。これに

より私たちは、グローバルな環境分野におけるリーダーシップをとります。

行動指針
基本方針を具体的に実行するため、自らの責任において、全グループをあげて、グローバルに以下の事項に取り

組みます。

1. 意識と行動の変革
一人ひとりが意識と行動を変革し、主体的に環境保全活動を行うとともに、製品を通じた環境貢献を積極果

敢に推進します。そのために、会社は環境に関る教育や啓発活動の実施はもとより、環境に貢献する製品の事

業化に向けた経営資源の投入強化をはかります。

2. コンプライアンスの徹底
環境に関する課題を把握し、法規制はもとより、社会からの期待を先取りして規定や基準を自ら定め、順守し

ます。

3. 環境に貢献する事業の展開
環境問題を解決するための革新的環境技術の開発により、環境の改善に貢献する製品の普及、事業の展開を

積極的に行い、企業価値を増大させます。

4. ゼロエミッションへの挑戦
一人ひとりが主体的に事業活動の効率化、省エネ、使用材料の削減、有害な化学物質の管理などを考え変革す

ることでゼロエミッションに挑戦します。これにより、地球温暖化の防止、枯渇資源の節約、廃棄物の削減、汚

染の予防などを推進します。また、環境マネジメントシステムでは、長期的視点と具体的視点で積極果敢な目

標を設定、定期的見直しを行うなど継続的な改善活動を実施します。

5. 社会との連携による地球環境改善への貢献
積極的な情報開示を行い、さらに環境を改善する活動に参画することによって、グローバルに社会との良好

な関係を築き、地球環境の改善に積極的に貢献していきます。

適用範囲：
上記の活動は、すべての事業活動（AV・情報通信機器、電化機器、産業機器、電子デバイス、電池等の製品および
サービスの提供など）のすべての段階（研究開発、設計、資材調達、製造、流通・販売、使用、廃棄・リサイクルなど）
において徹底し推進します。

環境マネジメント
環境マネジメントシステムは環境経営の基盤となるものです。
三洋電機（株）をはじめ、海外を含めたすべての製造子会社等の
主要拠点でISO14001を認証取得するなど、グループ全体での
環境マネジメントを推進しています。

三洋電機グループ環境方針
－  環境・エナジー先進メーカーを目指して －
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※1　GEMSにおける最高の責任と権限を持つ
①　当社グループ環境方針の制定

②　環境行動計画の承認

※2　GEMS統括にかかわる責任と権限を持つ
①　コーポレート環境会議等で決定され

た環境経営政策にのっとり、当社グ

ループの環境保全活動を統括

②　グループ年度環境行動計画の承認

※3　GEMS確立、実施および維持にかかわる
責任と権限を持つ

※4　グループ環境統括責任者を議長とし、カン
パニーの環境経営の方向を決定する

最高経営層

サブサイト（計19サブサイト）

会議・委員会

環境保全委員会

環境製品委員会

グループ環境監査責任者

グループ環境監査委員会

グループ環境監査事務局

経営層

内部監査責任者

環境管理責任者

EMS事務局

実行部門

三洋電機（株）社長※1

グループ環境統括責任者※2

グループ環境管理責任者※3

GEMS事務局

コーポレート環境会議※4

■グループ環境マネジメントシステム推進体制（2007年3月31日現在）
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　当社グループでは、グループ一体となって環境経営を

推進するという視点から、国内の事業部門（社内カンパ

ニー、子会社など）の主要なサイトを含め、グループとし

てISO14001の統合認証を取得するグループ環境マネジ

メントシステム（GEMS）を構築し、各事業部門をサブサ

イトと定義して運用しています。これにより、グループ環

境方針を当社グループ全体に徹底し、迅速な意思決定や

環境行動計画の推進を実現しています。

　グループ環境行動計画の進捗状況は、GEMS事務局に

おいて毎月監視・測定し、グループ環境管理責任者、グ

ループ環境統括責任者に報告しています。また、各サブサ

イトでは、グループ環境管理責任者から割り当てられる

共通の目標項目のほかに、本来業務に関する環境影響評

価に基づいた独自の環境目標を設定し、日々の業務のな

かで環境負荷の低減に努めています。

グループ一体となった
環境マネジメントシステム

環境マネジメント

GEMSサブサイト一覧、国内事業所マップ
サイト別・事業所別パフォーマンス
→　www.sanyo.co.jp/Environment/access
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環境監査

環境教育・研修

パフォーマンス
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　2006年度は、新たに海外の3社でISO14001を認証取

得しました。これにより、2007年3月時点におけるグ

ループ全体での認証取得会社は、国内60社、海外で54社

の計114社となりました。※

※認証登録の形態が、複数の関係会社を含めて1サイトとしている場合や、
ある会社の1事業所だけで1サイトとしている場合があります。GEMSは、
国内関係会社43社と三洋電機（株）の主要事業所（カンパニー）を包含した
1サイトとして認証登録しています。

　GEMSの対象範囲である約32,000名に及ぶ従業員（構

内請負業者を含む）に対して、環境保全に対する自覚を高

めるためのさまざまな教育を定期的に実施しています。

　また、ボイラー、焼却設備、化学薬品の取り扱いなど、著

しい環境影響がある業務および環境法規制にかかわる業

務に携わる従業員に対しては、担当業務についての専門

的な教育・訓練を実施し、必要に応じて社外の研修を受講

させるなど、緊急事態や事故の発生防止に努めています。

　また、環境マネジメントシステムの運用に欠かせない

内部監査員を養成するため、社内の研修センターなどで、

定期的に内部監査員研修を開催しています。

　各サブサイトでは、ISO14001の要求事項および自主

基準に基づき、定期的に内部監査を行い、不適合が発見さ

れた場合には、速やかに是正処置を実施しています。

　また、GEMS全体では、各サブサイトから選出されたグ

ループ環境監査員が、ISO14001およびグループ環境マ

ネジメントマニュアルの要求事項に基づいて、他のサブ

サイトを監査する「グループ環境監査」を毎年実施し、サ

ブサイトにおける要求事項への適合性、内部監査の有効

性などを確認しています。このグループ環境監査では、サ

ブサイトごとの優れた活動や成果を共有することができ

るため、GEMSの運用方法の改善にも役立っています。

　なお、2006年度のグループ環境監査での指摘事項は

34件(軽微な不適合7件、観察事項27件)で、昨年度の43件

より減少しています。

　内部監査およびグループ環境監査の結果は、各経営層

に報告され、環境方針、目的・目標、マネジメントシステム

の見直しに反映されます。

　GEMSを構成する各サブサイトは、環境関連法規制の

改正、新規制定などの情報を漏れなく入手し、組織内で周

知するとともに、遵守状況を定期的に監視・測定すること

でその遵守に努めています。また、業界団体の取り決めな

ど、当社グループが同意したその他の要求事項について

も遵守に努めています。

　地域の環境規制に関しても、各都道府県、市などの各種

条例を遵守するだけでなく、規制値よりも厳しい自主基

準を設定し、規制に違反しないように努めています。

　なお、2006年度も各サブサイトとも遵守状況に問題は

なく、規制当局から指導、勧告、命令、処分など受けていま

せん。

環境マネジメント

ISO14001認証取得の状況

内部環境監査による継続的改善

全従業員を対象とした環境教育・研修

環境関連法規制への対応

ISO14001認証取得状況
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access
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上･下流
405百万円（1.8%）

公害防止
2,871百万円（13.0%）

地球環境
1,937百万円
（8.8%）

資源循環
2,407百万円
（10.9%）

管理活動
2,460百万円（11.1%）

研究開発
11,401百万円
（51.6%）

22,105
百万円

社会活動
272百万円（1.2%）

環境損傷
352百万円（1.6%）

廃棄物コストの削減
272百万円（2.5%）

省資源化効果
4,089百万円
（37.1%）

有価物売却益
4,191百万円
（38.0%）

環境関連事業
1,208百万円（11.0%）

11,031
百万円

省エネルギー効果
1,256百万円（11.4%）

その他
15百万円（0.1%）

①省エネルギー効果
②省資源化効果
③廃棄物処理コストの削減
④古紙回収の収入
⑤環境関連事業活動
⑥廃棄物の処理･リサイクルに
　係る有価物売却益

省電力機器利用 等
薬品使用量の削減 等
産業廃棄物排出削減 等
古紙売却
環境分析 等
スクラップ売却益 等

効果額
1,256
4,089

272
15

1,208

4,191

11,031

主な取り組みの内容

合　計

直
接
効
果

項　　目

（単位：百万円）

項 　　目
①公害防止コスト
②地球環境保全コスト

③資源循環コスト
④上・下流コスト
⑤管理活動コスト
⑥研究・開発コスト
⑦社会活動コスト
⑧環境損傷コスト

排ガス処理設備の設置、廃水プラントの維持管理等

コージェネレーションシステムの設置、
太陽光発電システムの維持管理等

廃棄物処理費 等

リサイクル委託費 等

環境マネジメントシステムの維持、人件費等

環境配慮製品の研究開発 等

ソーラーアーク関連費 等

土壌改良、地下水浄化 等

投資額
733

789

344
99
76

3,359
17
41

5,460

費用額
2,871

1,937

2,407
405

2,460
11,401

272
352

22,105

主な取り組みの内容

合　計

（単位：百万円）
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　2006年度の環境保全コストは、費用が22,105百万円、

投資が5,460百万円となり、2005年度から費用額は8％

減少し、投資額は16％増加しました。

　費用額の主な減少要因は、社会活動コストにおける環

境広告費の見直しによるものです。一方、研究開発コスト

は環境配慮製品への対応強化、公害防止コストは水質汚

濁防止コストがそれぞれ増加しました。

　投資額の主な増加要因は、環境配慮製品の開発に係る

研究開発コストや廃棄物の適正処理に係る資源循環コス

トの増加です。

　2006年度の環境保全効果は、直接効果が11,031百万

円となり、2005年度から20％の減少となりました。

　主な減少要因は、省資源効果において、材料使用量の削

減が前年度並みにいたらなかったためです。一方、環境関

連事業活動と有価物売却益は増加しました。

2006年度集計方法
1． 環境保全コスト（環境省環境会計ガイドラインを参考）
投資：環境保全を目的とした投資額、費用：環境保全を目的とする人件費や環境保全投資に伴う減価償却費等

2． 環境保全効果
直接効果：環境に直接影響を与える効果のなかで直接金額換算できる効果

3． 環境保全指標：環境への影響が大きいと考えられる環境保全指標の実績を集計
4． 集計期間：2006年4月～2007年3月
5． 集計範囲：当社グループのISO14001を認証取得した国内外関係会社104社
　（国内51社、海外53社）

■環境保全コスト ■環境保全コストの内訳（費用額）

■環境保全効果 ■環境保全効果の内訳（直接効果）

環境会計

環境保全コスト 環境保全効果

環境保全・間接効果
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access
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さまざまな事業活動に際して、製品やサービスのライフサイクル
全体にわたる環境負荷を把握し、その低減に努めています。

INPUT

調　達 研究・開発 製　造

OUTPUT

原材料・補材
鉄（t）
アルミ（t）
銅（t）
その他非鉄金属（t）
プラスチック（t）
ゴム（t）
ガラス（t）
化学物質（t）
PRTR対象物質を含む

ガス類（t）
その他（t）

29,585
5,512
3,832

17,177
12,106

340
1,550

47,672

104,351
6,007

温室効果ガス
総排出量（千t-CO2）
　CO2※1（千t-CO2）
　CO2以外の温室効果ガス（千t-CO2）

772
679
93

大気への環境負荷
NOX（t）
SOX（t）
ばいじん（t）

226
19
0

水
総排水量（百万m3）
　BOD（t）
　COD（t）

14
115
86

廃棄物
総排出量（有価物含む）（千t）
　事業系一般廃棄物（千t）
　産業廃棄物（千t）
再資源化量（千t）
最終処分量（千t）
最終処分率（％）

101
9

92
77

0.26
0.26

化学物質（PRTR対象物質）
排出量（t）
移動量（t）

44
246

エネルギー
総投入量（億MJ）
　電気：購入電力（百万kWh）
　　 太陽光発電（百万kWh）
　都市ガス（百万Nm3）
　液化石油ガスLPG（千t）
　液化天然ガスLNG（千t）
　重油・灯油・軽油・揮発油（千kL）

143
945
1.1
82
7.8
5.7
20

水
総投入量（百万m3） 16

※部品投入量は含めていません。

※製品の出荷は含めていません。

三洋電機グループ環境負荷全体像（国内）
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流通・販売 使　用 回収・再使用・再利用

RETURN

温室効果ガス
委託輸送用燃料（千t-CO2）
営業・サービス車両用燃料（千t-CO2）

52
5.3

再商品化重量
テレビ（t）
冷蔵庫・冷凍庫（t）
洗濯機（t）
エアコン（t）

6,214
15,148
9,842
6,239

回収資源
鉄（t）
銅（t）
アルミ（t）
非鉄・鉄等混合物（t）
ブラウン管ガラス（t）
その他（t）

15,930
1,175

139
8,792
3,359
8,038

温室効果ガス（商品使用）
CO2※1（千t-CO2）
CO2排出削減量※1、※2（千t-CO2）
（太陽光発電量から）

393
94

エネルギー
主要10品目の年間消費電力量（推定値）

大型空調機（GHP・PAC）、冷凍冷蔵庫・
冷凍庫、エアコン、加湿器、洗濯機、
電気カーペット、テレビ、FAX

924（百万kWh/年）

エネルギー
委託輸送用燃料（千kL）
営業・サービス車両用燃料（千kL）

20
2.3

使用済み製品再商品化など処理重量
テレビ（t）
冷蔵庫・冷凍庫（t）
洗濯機（t）
エアコン（t）

8,384
20,965
12,297
7,155

調査範囲：三洋電機（株）、国内製造子会社および主要非製造関係会社

※1　購入電力のCO2排出係数には、電気事業連合会から発表される係数を使用。
2006年度は未発表なので、暫定的に2005年度の排出係数0.425kg-CO2/kWhを用いました。

※2　太陽電池は販売後約20年間、毎年発電するので、販売が本格的に拡大した2003年度からの累積値で示しています。

※三洋電機ロジスティクス（株）への
　委託輸送費から推計した値
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　製品づくりにおいて、製品が環境に与えるさまざまな影

響を考慮していかなければなりません。当社グループで

は、新たに開発する製品には、一定水準以上の環境対応を

義務付け、一般家電製品から業務用製品や部品まですべて

の製品を環境配慮製品にすることを目標にしています。

　環境配慮製品のなかでも、当社グループが独自に設定

した評価基準を満たしたものを「環境アドバンス商品」と

し、さらにそのなかでも業界トップレベルの環境配慮を

実現したものを「環境トップ商品」として選定し、お客さ

まに提供しています。

　2006年度は、「環境トップ商品」の売上高構成比が目標

6%に対して実績7.7%、「環境アドバンス商品」の売上高

構成比が目標50%に対して実績は58.2%となり、大幅に

目標を達成することができました。

■環境アドバンス商品の売上高構成比

製品づくりにおいて、消費エネルギーの低減、再生材料の有効利用、長期
使用、リサイクルしやすい構造、環境負荷化学物質の使用削減などにより
環境負荷を低減した「環境配慮製品」の開発とその普及に努めています。

■環境配慮製品体系図

環境トップ商品
レベル2基準を達成し、かつ下記のいずれかの項目で
業界トップレベルの環境配慮を実現した商品（以下の項目を1つ以上達成）
① 小型化、軽量化　② リサイクル材料使用率　③ 再資源化可能材料使用率
④ 長寿命化　⑤ 消費電力、使用水量　⑥ 解体の容易性　⑦ 緩衝材の使用量
⑧ その他の環境に配慮した取り組み　⑨ 環境に配慮した全く新しい概念を持った商品

環境アドバンス商品
レベル1基準を達成し、かつ下記のうち3項目以上でより高レベルの環境改善を達成
① 省資源化（再資源化可能率、減量化、長寿命化）
② 省エネルギー化　③ リサイクル容易性（材料表示、解体容易性）
④ 含有化学物質削減　⑤ 包装材料の削減　⑥ 社外表彰受賞

各種法規制に対応し、当社独自の規定に対応

① 製品アセスメント規定　② グリーン調達規定
③ 製品の環境負荷、化学物質管理規定

レベル3
環境トップ商品

レベル1
一定水準以上の環境品質を確保

レベル2
環境アドバンス商品

環
境
配
慮
優
良
商
品

製品における環境負荷低減

あらゆる製品を環境配慮製品に

環境トップ商品、環境アドバンス商品
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access
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　当社グループは、環境への影響を低減するために、商品

の設計または試作段階で製品アセスメント（製品の環境

影響の事前評価）を実施しています。

　評価方法は、各項目の評価結果を数値で表す定量評価

を可能な限り進めています。また、以前は1種類の評価

シートによりすべての製品についての評価を行っていま

したが、2006年度より製品ごとの特性を考慮して、家庭

用製品、業務用製品、小型製品、さらに部品など製品の種

類により評価項目を切り替えました。その結果、製品につ

いてのより詳細な評価が可能となり、製品アセスメント

の精度が向上し、目標を明確にすることができるように

なりました。

　さらに、この取り組みを海外まで広げていくために、日

本語の評価シートに加え、英語版および中国語版の製品

アセスメントのマニュアルと評価シートを作成し、海外

グループ会社に配布しています。

　当社グループでは、エネルギー効率の高い製品の開発

に努めており、これらの機器を使用することで、お客さま

の使用時におけるエネルギー消費量を削減することがで

きます。たとえば、スーパーショーケース冷凍機システム

「enegreen」では、複数台のショーケースと複数台の冷

凍機が連結できるWマルチシステムを採用することで、

年間の消費電力を最大約38%削減することが可能とな

りました。

　技術開発や製品設計の改善により製品の資材使用量削

減に努めています。たとえば、デジタルムービーカメラ

（DMX-HD1）では、シャーシレス構造を採用したことな

どにより、民生ハイビジョンカメラにおいて世界最小・最

軽量※1を実現しました。

　電気・電子機器の適切な処分への世界的な関心が高ま

る中で、当社グループでもリサイクルしやすい製品の設

計に取り組んでいます。2007年4月には「リサイクル設

計ガイドライン」を発行し、家電4品目（エアコン、テレ

ビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機）については、①使用樹脂材料

を極力統一する、②分解しにくい複合素材の削減に努め

る、③特殊工具なしで外せる部品点数の拡大を図る、④リ

サイクル時の素材識別を容易にするため、国際基準

ISO11469（プラスチック製品の識別及び表示）に沿って

プラスチック製品に表示するなどにより、製品のリサイ

クル性向上を図っています。

※1　2006年1月現在。当社調べ

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

14.

製品アセスメントの評価項目

減量化・減容化

再生資源・再生部品の使用

再資源化等の可能性の向上

長期使用の促進

収集・運搬の容易化

手解体・分別処理の容易化

破砕・選別処理の容易化

包装

安全性

環境保全性 

使用段階における省エネ・省資源等

情報の提供

製造段階における環境負荷低減

LCA（ライフサイクル・アセスメント） 

※（財）家電製品協会のマニュアル改定に基づき
見直しを実施

環境に配慮した製品設計

製品アセスメントの実施 エネルギー効率の向上

資材の減量化、減容化

リサイクル容易な設計
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OEM購入先

情報提供

測定

管理体制評価

部品・材料における
環境管理

不使用承諾書
不使用証明書
測定データ

出 荷設 計 調 達 生 産

工程

納入仕様書

確認・
測定  

原材料
メーカー

部品
メーカー

部品データ・ベース
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　製品に含まれる特定化学物質への懸念が高まるなか、

当社グループではEU（欧州連合）のRoHS指令で特定さ

れる6物質※1を含む環境負荷化学物質を優先的に調査

し、代替を実施してきました。その結果、特定6化学物質

に関しては、国内生産品および欧州向け製品について、生

産段階で2005年12月末に全廃を達成しました。

　この全廃を維持するため、製品含有化学物質管理体制

を構築するとともに、全社規定を定め、調達部材ごとの化

学物質データや製品ごとの化学物質データの管理を行っ

ています。

　また、製品含有化学物質排除への取り組みは、仕入先と

の協働の歩みと言っても過言ではありません。2000年に

「グリーン調達ガイドライン」を制定したのをはじめ、

2004年には「環境負荷化学物質基準」を策定し、管理基準

を満たす物品を調達するため、仕入先に「不使用承諾書」

「不使用証明書」の提出を要請し、運用を行っています。

加えて、国内の「製品含有化学物質管理ガイドライン」※2を

基本に、仕入先の化学物質管理体制の評価と改善を行う

など、仕入先と一体となって管理体制の構築を進めてい

ます。

　当社グループは、積極的に資源の有効利用促進に寄与

すべく「容器包装リサイクル法」※3が完全施行された

2000年度より指定法人日本容器包装リサイクル協会と

の再商品化委託契約を締結し、再商品化義務を果たして

きました。

　具体的には、包装に関連するあらゆる分野との連携に

より、環境負荷の最小化を図る技術開発をはじめ、過剰包

装をしない、最小限の容器包装で最大限の商品保護をめ

ざすとともに製品強度との最適化を図っています。また、

容器包装の使用量削減につながる環境に配慮した物流の

改善活動や分別回収の促進をめざす消費者への啓発活動

なども実施しています。

　2006年度は、当社グループ内に一層の容器包装廃棄物

の排出抑制と地球環境保全の重要性を再認識するため、

環境と包装の専門部門による環境教育活動を国内拠点の

各事業所で実施し、商品開発時点から容器包装の3R※4推

進に向けた取り組みを進めるとともに環境配慮設計を促

す活動を行っています。

※1　電気・電子機器に含まれるカドミウム、鉛、水銀、六価クロム、PBB、PBDE
※2　「グリーン調達調査共通化協議会」で策定されたもの

※3　容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
※4　Reduce（減量化）、Reuse（再使用化）、Recycle（再資源化）

■製品含有化学物質の管理体制

製品における環境負荷低減

容器・包装特定化学物質を全廃

Ｊ-Mossグリーンマーク
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access
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エアコン
172,483
172,732

7,155
6,239

87

テレビ
300,619
299,203

8,384
6,214

74

冷蔵庫･冷凍庫
371,085
370,134
20,965
15,148

72

洗濯機
390,191
389,985

12,297
9,842

80

項　　　目
指定引取場所での引取台数（台）
再商品化処理台数（台）
再商品化等処理重量（t）
再商品化重量（t）
再商品化率（%）

■特定家庭用機器廃棄物の再商品化等実績

※ 再商品化処理台数および再商品化等処理重量は2006年度に再商品化等に必要な行為を実施した特定家庭用機器廃棄物の総台数および総重量 
※ 値はすべて小数点以下を切り捨て

※ 値はすべて小数点以下を切り捨て
※ 「その他の有価物」とは、プラスチック等

エアコン
1,674

432
35

3,522
－

573
6,239

テレビ
903
340

4
27

3,359
1,577
6,214

冷蔵庫･冷凍庫
8,547

247
50

3,114
－

3,189
15,148

洗濯機
4,806

156
50

2,129
－

2,699
9,842

項　　　目
鉄（t）
銅（t）
アルミニウム（t）
非鉄・鉄など混合物（t）
ブラウン管ガラス（t）
その他の有価物（t）
総重量（t）

■特定家庭用機器廃棄物から回収した有価物

38

　日本では、家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化

法）が2001年に施行され、家電製品を扱う当社グループ

においても家電4品目（エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍

庫、洗濯機）について責任をもって回収・リサイクルを

行っています。

三洋フィッシャー（ヨーロッパ）販売有限会社

コーポレート欧州環境担当

ミハイ スクンピエル

　欧州の環境担当者として、業界団体に所属しながら現地の最新情報を入手し、いち早く対

応できるように本社との連携を図っています。また、会社を代表して業界団体でロビー活動

を行い、政府へ働きかけることも重要な仕事のひとつであり、欧州でのリーダーシップを発

揮しながら販売会社や製造工場を支援するのが私たちの役割です。

　また、非製造拠点など環境マネジメント体制が未整備な拠点に重点を置いて体制構築を推

進するなかで、欧州各国の国民性や制度の違いに悩まされる場面もありますが、指導や教育、

コミュニケーションによって問題点をひとつずつクリアし、欧州における環境管理体制の強

化を着実に進めています。

欧州でのリーダーシップを発揮する

　2006年度は、4品目全体の処理台数が約123万台、それ

ぞれの再商品化率は、エアコン87%、テレビ74%、冷蔵

庫・冷凍庫72%、洗濯機80%となっています。

製品の回収・リサイクル

家電リサイクル、二次電池リサイクル
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access



SANYO Sustainability Report 2007

ドラム式洗濯乾燥機 AWD-AQ2000

サイクロン式クリーナー
SC-XW33H

防水デジタルムービーカメラ

DMX-CA6

パフォーマンス
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　空気（オゾン）の力で除菌や消臭を行う「エアウォッ

シュ」機能をさらに進化させた「エアウォッシュワイド」を

搭載。従来、熱に弱くエアウォッシュができなかった革製

品やシルクなどにも使用用途を拡大。また、空気（オゾン）

の力で、水をリサイクルする「アクアループ・ワイド」技術

により、洗いから乾燥まで、すべての工程に風呂水を再利

用することができるようになりました。これにより、使用

する水道水は1回あたり洗濯から乾燥まで、わずか約8L※

という驚異的な水量削減を実現し、暮らしのなかでの水資

源節約に貢献しています。

※リサイクル水・浄化風呂水設定時、風呂水ポンプの呼び水とソフト
仕上剤の投入などに使用する水

　ティッシュをフィルターの前にセットすることで、ゴミやホコ

リをティッシュが代わりに受け止める「ティッシュでブロック」

を搭載し、フィルター掃除不要を実現。さらにサイクロン流路の

形状を改良し、カップ内のゴミを端からきれいにプレスするこ

とで空気の抜けが良くなり、約7年の間面倒なフィルター掃除が

不要、強力な吸引力が持続します。これにより、7年間で紙の使用

量は、従来の紙パック方式と比較して686g、実に65％の削減を

実現しています。

強力な吸引力の持続と紙資源節約を実現
“サイクロン式クリーナー”

空気（オゾン）の力で驚異的な水量削減を実現
“ドラム式洗濯乾燥機”

　シャーシレス構造採用などにより、防水タイプにおいて世

界最小・最軽量※を実現しました。また、樹脂メッキ部品を六価

クロム化合物含有品から三価クロム化合物含有品への切り替

えを行うとともに、鉛フリーはんだにより基板を作成し、EU

のRoHS指令にも対応しています。

防水ケース不要で、世界最小・最軽量の
“防水デジタルムービーカメラ”

省資源化対応【製品例】

※2007年6月15日現在

製品における環境負荷低減

環境トップ商品（2007年7月現在）



SANYO Sustainability Report 2007

スーパーショーケース（EXシリーズ）
CPW-EX085Y

15Fロータリー2段圧縮CO2コンプレッサー
C-CV133HOR

Gok-Low Power Portable Audio LSI LC823XXXシリーズ　LC823xxx

電動ハイブリッド自転車 CY-SPEシリ－ズ

40

　業界初のブレーキをかけた時に発電する「ブレーキ充電シス

テム」に加えて、平地・下り坂で低速時は省エネ走行、時速

12km以上では回生充電を行う「エコ充電モード」を搭載。さら

に、上り坂では勾配に応じてアシスト感を変え、下り坂では自

動的に回生充電に切り替えるオートモードを搭載。走行距離が

最大で約2倍となり、エネルギーの効率利用を実現しています。

快適性とエネルギーの効率利用を両立
“電動ハイブリッド自転車”

　半導体プロセスの微細化をすすめ、チップサイズの小型化と

低電圧化を図るとともに、ハードワイヤードアーキテクチャの

採用により、内部動作周波数を低く下げることで、消費電力を

従来製品の半分以下である10mW以下とすることに成功しま

した。“極”低消費電力の特徴が着目され、数多くのポータブル

機器（音楽プレーヤーなど）へ搭載されており、環境への影響に

配慮した製品づくりに貢献しています。

ポータブル機器などの低消費電力に貢献するLSI

　自然界に存在するCO2

（オゾン破壊係数ゼロ、地

球温暖化係数1）を冷媒と

する、世界初のCO2ロータ

リー2段圧縮機を2000年

に開発・商品化し、オゾン

層破壊防止、地球温暖化防

止に貢献してきました。ま

た、三洋独自の2段圧縮技

術と内部中間圧機構によ

り、高効率・小型・軽量化・

低騒音・低振動・高信頼性

を確立しています。

独自の2段圧縮技術で高効率、
業界最小・最軽量※の“CO2コンプレッサー”

　業界初の冷凍冷蔵ショーケース用Ｔ5管“スリムe”照明シス

テムと新型電子安定器を開発。あわせて、消費電力のピーク

カットを行う省エネ制御により、年間消費電力を10,437kWh

まで抑えることを実現し、スーパー（店舗）の省エネルギー対

策に貢献しています。

新照明システムや制御による省エネ
“スーパーショーケース（EXシリーズ）”

省エネ対応【製品例】

省エネ対応【部品例】 省資源化対応【部品例】

※2007年3月現在
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　当社グループでは、国内製造事業所※1を対象に2010年

度を目標年度として実質生産高CO2原単位※2を1990年

度比で25％以上削減するという目標を掲げ、CO2排出量

の削減に取り組んでいます。2006年度の国内製造事業所

における実質生産高CO2原単位は、1990年度比で26%

の削減となり、CO2排出量は、657千トン-CO2で、前年度

と比べ44千トン-CO2の削減となりました。

　国内製造事業所における主な取り組みとしては、生産・

空調設備の省エネルギー化や生産プロセスの効率化・合理

化、LNG（液化天然ガス）や都市ガスといったCO2排出量

の少ない燃料への転換、太陽電池などの新エネルギーの

利用などが挙げられます。加えて、特に排出量の割合が多

い半導体部門では、純水ポンプのインバーター化や外調機

冷水外気冷房による負荷低減などの対策を講じました。

これらの対策により、国内製造事業所のCO2総排出量は

減少していますが、2004年の新潟中越地震の影響を受

け、半導体関連事業の生産高減が長期化したことなどに

より実質生産高原単位は、増加傾向にあります。

　当社グループでは、半導体関連事業の製造工程におい

て、パーフルオロカーボン（PFC）、六フッ化硫黄（SF6）、

ハイドロフルオロカーボン（HFC）などCO2以外の温室

効果ガス※2を使用しています。これらの排出量は温室効

果ガス排出量全体の約12％を占めており、使用・排出削

減や物質の代替化に努めています。

　2003年度以降、半導体クリーニング工程で使用してい

た六フッ化エタン（C2F6）を、地球温暖化係数※3の比較的

小さい八フッ化プロパン（C3F8）に切り替え、同時に反応

工程を改善し反応ガス除害装置を導入することで、ガス

排出量の最小化に努めました。現在、さらなる環境負荷低

減のため、反応後に温室効果ガスがほとんど発生しない

フッ化カルボニル（COF2）への代替を検討しています。

　2006年度におけるCO2以外の温室効果ガスの排出量

は、前年度比で18％の削減（95年度比で28％削減）とな

りました。

　保管・荷役・輸送・配送業務において3PL※4によるサー

ビスを提供する三洋電機ロジスティクス株式会社では、

全国25拠点に加え、輸送・配送業務の委託先である協力

会社にも参加を呼び掛け、環境保全活動を推進していま

す。同社では、全国各拠点で輸配送の効率化による輸配送

車両の温室効果ガス排出削減に取り組み、車両の大型化、

総合的な集約物流の実現をめざした拠点間・企業間のネッ

■CO2排出量の推移（国内製造事業所）

■CO2以外の温室効果ガス排出量の推移（国内製造事業所）

※1　三洋電機（株）の国内製造事業所と国内製造子会社
※2　実質生産高CO2原単位=CO2排出量÷［総生産高÷日本銀行企業物価

　　　指数（電気機器）］

●各年度の購入電力に対するCO2排出係数には、電気事業連合会から発表さ
れる各年度の全電源平均（発電端）の係数を用いています。ただし、2006年度
のCO2排出係数については未発表なので、暫定的に2005年度の排出係数
0.425kg-CO2/kWhを用いています。

●GHGプロコトルに基づき、基準年度および各年度の集計範囲はM&A（事
業の統廃合）により変化するため、各年度のデータ値は固定された値では
ありません。

※2　太陽光の日射エネルギーを通過させる一方で地表から放出される熱（赤
外線）を吸収し、地表の温度低下を阻害するという特性により、地球温暖

化に影響を与える物質。

※3　地球温暖化に対する影響力の程度を表す指標。影響度はCO2を「1」とし
て算出されます。

トワークを構築し、輸配送効率の高い共同配送やラウンド

輸送を推進しています。

　また、同社の鳥取事業所では、車両の大型化などによる

輸送効率化のほかに、鉄道輸送や内航海運を活用するモー

ダルシフトも推進しています。JR貨物（5トンコンテナ）、船

舶輸送(15トンコンテナ)の利用は順調に伸張し、出荷物総

重量に占める鉄道・船舶輸送の比率は2006年度で8.0%と

なり、前年度より1.4%増加

しました。

地球温暖化防止、廃棄物削減、化学物質対策を重点課題として、
事業活動における環境負荷低減への取り組みを続けています。

事業活動における環境負荷低減

CO2排出量の抑制 CO2以外の温室効果ガス排出の抑制

物流事業における改善活動

地球温暖化防止
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東京製作所
三洋エナジートワイセル（株）貝塚
本社第1ビル
本社第2ビル
大東事業所

年　　度
CO2排出量（千t-CO2）

1990年度比（%）
名目生産高原単価

90年比（%）
実質生産高原単価

90年比（%）
名目生産高
実質生産高

企業物価指数の90年比

1990
504
100

0.467
100

0.467
100

1,078,429
1,078,429

1.000

2002
687
136

0.562
120

0.324
69

1,221,134
2,120,025

0.576

2003
713
141

0.549
117

0.296
63

1,298,055
2,403,806

0.540

2004
726
144

0.601
129

0.310
66

1,206,933
2,339,018

0.516

2005
701
139

0.657
141

0.327
70

1,066,801
2,142,171

0.498

2006
644
128

0.695
149

0.338
72

926,483
1,906,344

0.486

発電量（千kWh）

175,886
4,226
2,291
3,325
1,104

186,832

事　業　所

合　　　計

岐阜事業所
東京製作所
本社ビル
佐賀三洋工業（株）
三洋電機ロジスティクス（株）
徳島工場
大東事業所
三洋精密（株）
三洋エナジー南淡（株）
三洋エナジーロジスティクス（株）

CO2換算量（t-CO2）

247
55
31
41
41
33
6

10
9
2

474

発電量（kWh）

581,609
128,414
73,132
96,000
96,012
76,982
14,756
23,000
20,556

4,134
1,114,595

事　業　所

合　　　計

0
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160

（億MJ）
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136

2005

146

2004

153
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148
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148
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　保管・荷役・輸送・配送業務において3PL※4によるサー

ビスを提供する三洋電機ロジスティクス株式会社では、

全国25拠点に加え、輸送・配送業務の委託先である協力

会社にも参加を呼び掛け、環境保全活動を推進していま

す。同社では、全国各拠点で輸配送の効率化による輸配送

車両の温室効果ガス排出削減に取り組み、車両の大型化、

総合的な集約物流の実現をめざした拠点間・企業間のネッ

　当社グループでは、各事業所の工場や大規模ビルを中

心にコージェネレーションシステムを積極的に導入し、

自家発電するとともに、システムから発生する排熱（熱エ

ネルギー）を最大限に利用して蒸気や温水をつくり、生産

工程や事業所内の冷暖房に利用しています。この排熱利

用により、事業所全体での省エネルギーや生産工程のエ

ネルギー効率向上を実現し、エネルギー使用量の増加を

抑制しています。

　太陽光を利用したクリーンエネルギー技術の開発と普

及に取り組んできた当社グループでは、国内の主要な事

業所10カ所に太陽光発電システムを導入し、CO2排出量

削減の一翼を担っています。2006年度は、CO2換算で

474千トン-CO2※の削減に貢献しました。

　また、2001年12月竣工したソーラーアークは、外壁に

5,046枚の太陽電池パネルが敷き詰められ、最大で

630kWという世界最大級の発電量を誇っています。

2006年度は約58万kWhの電力を発電し、構内変電所を

経由して岐阜事業所にも供給されています。

■2006年度コージェネレーション発電量（国内主要事業所）

■2006年度太陽光発電システムの発電量とCO2換算量
　（国内主要事業所）

■エネルギー使用量の推移（国内製造事業所）

※4　3rd Party Logisticsの略。企
業の流通機能全般を一括し
て請け負うアウトソーシング
サービスのこと。

モーダルシフト

ソーラーアーク（岐阜事業所）

トワークを構築し、輸配送効率の高い共同配送やラウンド

輸送を推進しています。

　また、同社の鳥取事業所では、車両の大型化などによる

輸送効率化のほかに、鉄道輸送や内航海運を活用するモー

ダルシフトも推進しています。JR貨物（5トンコンテナ）、船

舶輸送(15トンコンテナ)の利用は順調に伸張し、出荷物総

重量に占める鉄道・船舶輸送の比率は2006年度で8.0%と

なり、前年度より1.4%増加

しました。

※CO2排出係数は購入電力と同値（0.425kg-CO2/kWh）

省エネルギーの推進

再生可能エネルギーの導入

フロン対策
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access
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地下水（万m3）
非地下水（万m3）
計（万m3）

国内
401

1,165
1,566

海外
39

459
498

計（国内＋海外）

440
1,624
2,064

ろ過水

洗浄水・超純水
供給装置

回収装置
（脱水機）

半導体
製造工程
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PSiP
(Pure Silicon Paste)

製鉄会社
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　日本では、当社グループの所属する電機・電子業界も含

めた産業界が、全体としての取り組みを進めるため、

2006年度に目標の見直しと新たな指標による目標設定

が検討されました。

　当社の国内グループ会社が電機電子業界内で占める割

合は、2005年度実績で廃棄物等（有価物を含む）の総発生

量が約5.0%、最終埋め立て処分量で約1.6%となってい

ます。今後も自社のポジションを認識しながら、業界全体

での取り組みにも力を注いでいきます。

　当社グループの廃棄物等総発生量は、有価物も含めた

産業廃棄物と事業系一般廃棄物をあわせると約10万ト

ンであり、そのうち産業廃棄物が90%以上を占めていま

す。産業廃棄物は再資源化可能なものが多いため、産業廃

棄物の比率が高い製造部門では最終処分率もほとんど

1.0%未満となっています。一方、一般廃棄物は焼却後に

埋め立て処分されることが多いため、一般廃棄物の比率

が高い非製造事業所、特に営業・サービスなど事務所系の

事業所では埋め立て処分の比率が高く、最終処分率が

1.0%を超える部門が残っています。

　グループ会社のなかで国内に関しては、すべての製造

子会社がゼロエミッションの定義としていた最終処分率

1.0%未満を達成したため、2006年9月にその定義を最

終処分率0.5%とし、さらに高い目標を掲げ、挑戦してい

きます。

　当社グループにおける水使用の約6割は、半導体部門

でのシリコン排水（主にシリコンウェハ切削・研磨水）に

よって占められています。この排水をシリコン汚泥と水

に分離し、ともに有効利用できる技術を開発し、その普及

に力を注いでいます。分離された水は、再び純度を高めて

超純水として利用しているほか、低品位の洗浄水や冷却

水に利用するなど、工場においてトータルに水を利用で

きる施策をグループ全体で展開しています。

　その結果、2006年度の水使用量は約2,064万m3とな

り、2005年度比で約200万m3削減を達成しています。

■廃棄物の排出量、最終処分率（グループ国内）

■シリコン排水のリサイクルの仕組み

■2006年度水使用量の内訳

事業活動における環境負荷低減

廃棄物の削減と再資源化

水資源の循環利用ゼロエミッションの追求
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PRTR物質取扱量（t）
環境への排出量（t）
移動量（t）
製品としての消費量（t）
除去処理量（t）
リサイクル量（t）

2006年度
14,952

44
246

14,057
58

547

2005年度
17,686

46
253

16,696
33

658
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　当社グループでは、子会社を含む国内製造事業所におい

て、環境汚染につながる化学物質の排出状況を独自の化学

物質管理システムにより調査し、その結果をもとに代替物

質への変換、生産工程の改善を検討・実施することにより

排出物の発生抑制、環境負荷の低減を図っています。

　当社グループで保有するPCB（ポリ塩化ビフェニル）

を含有する電力用コンデンサー、トランス、一部の廃家電

品や照明器具から回収されるコンデンサーなどについて

は、それらの発生した事業所に管理責任者を設置して厳

重に保管しています。2006年度は、国内各地の自社ビル

の売却、あるいは古い工場の閉鎖による土地の売却など

を実施した結果、PCB含有機器類を適正に保管・管理で

きる事業所へ安全に移動させました。

　当社グループでは、1990年代後半から順次、有機塩素

系溶剤および重金属類による事業所敷地の汚染について

調査してきましたが、一部の工場敷地で環境基準を上回

る結果が得られたため、行政報告するとともに原位置浄

化、掘削除去などの措置を実施しています。

　2006年度は、当社グループでもっとも古い旧加西事業

所・北條工場を閉鎖し、水質汚濁防止法に係る特定施設を

廃止（2006年8月）したため、土壌汚染対策法に基づき、

同法で特定されている有害物質すべて（第1種、第2種、第

3種特定有害物質）について調査を行いました。

　その結果、塗装・めっき工場跡地と金属プレス工場跡地

から、環境基準の約39倍のフッ素、約16倍の六価クロム、

約26倍の砒素、約6倍の鉛、このほかシアン、ホウ素、セレ

ンなども若干検出されたため、所轄行政当局に報告し、

2006年11月14日に情報公開を行いました。北条工場跡

地の汚染土壌は、措置計画を立て、土壌汚染対策法に沿っ

て適正に処分しました。汚染土壌措置完了報告書を2007

年5月に行政当局へ提出しました。

　国内のPRTR※1法対象物質に関しては、2006年度の国内

製造事業所での環境への排出量は44トンとなり、1999年

度比で90%以上の削減となりました。主な排出抑制対策と

して、①工程の改善（トルエン、キシレンなどの有機溶剤を

使用しない塗料（水性・粉体塗料など）への転換）、②除害装

置の設置、③排出物の徹底回収を行っています。

　また、国内の大気汚染防止法に対応し、VOC※2の大気

排出状況の調査を継続的に実施し、必要な対策を講じて

います。
※1　有害化学物質などが、どこから、どれくらい環境に排出されたか、あるい

は廃棄物として事業所外に搬出されたかを算定し、報告・公表する仕組
みのこと。

※2　常温で揮発しやすい有機化合物のことで、エタノール、メタノール、イソ
プロピルアルコール、トルエン、キシレンなどさまざまな物質のこと。

■PRTR調査結果（国内製造事業所）

化学物質の適正管理と排出削減

化学物質の適正管理 汚染リスクの調査と情報開示

化学物質の排出削減

PRTR調査結果、土壌・地下水問題への対応
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access



広義のCS

狭義のCS

④社会性　ブランド信頼性・企業倫理・環境対応・社会貢献

②ビフォアサービス

●お客さま相談

●宣伝広告など

③アフターサービス

●修理

●定期メンテナンス

など

①商品（製品品質）

●当たり前品質
（故障がないなど）

●魅力品質
（付加価値など）
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　当社は、創業時から何よりもお客さまの満足（CS）を念

頭に置いて事業を営んできました。経営理念とそれを実

践するための行動基準においても、「顧客主義」の考え方

を明確に表しています。当社グループの役員・従業員一人

ひとりがこの考え方を常に意識し、日々の業務において

自らの行動を「お客さま満足」に結び付けるよう努めてい

ます。

　お客さまが商品の購入を検討される段階から修理・メ

ンテナンスといったアフターサービス、そして廃棄にい

たるまでのあらゆる局面で、常にお客さまにご満足いた

だけるよう、お客さまに接する販売・サービス部門をはじ

め、企画・技術・設計・製造・品質管理などの全部門で連携

しながら、さまざまな観点から創意・工夫を重ね、CS向上

に努めています。

お客さまとともに
家電商品から電子部品、業務用機器まで、幅広い商品を提供する
当社グループは、商品はもちろん、サービスを含めた品質、安全を重視し、
対話を積み重ねながら、お客さまに対する責任を果たしています。

■CS（お客さま満足）の要素

● 製品をより正しく安全にお使いいただくため、
　当社Webサイトをリニューアル
● お客さま対応部門では、1人あたり年間100時間以上の勉強会を実施
● 約4,000人に及ぶ従業員に商品の使いやすさ・要望などの調査を実施

HighlightHighlight

お客さま満足の向上
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　2007年5月に定めた当社の「製品安全に関する基本方

針」にのっとり、製品安全の確保を強化するための取り組

みのひとつとして、従来のWebサイト「愛情点検のおす

すめ」をさらに充実させ、「愛情点検・家電安全生活のおす

すめ」としてリニューアルしました。

　製品購入時から廃棄まで家電製品と仲良く長くお付き

合いいただくためのポイントや、製品別に点検いただく

項目と安全な使い方をまとめた愛情点検をご案内してい

ます。また、製品の安全にかかわる「重要なお知らせ」や修

理・点検の相談窓口へもリンクによるスムーズな誘導を

図っています。

　Webサイトによる情報提供だけでなく、長年ご使用い

ただいている28品目の製品について、点検項目や使用時

の注意点を掲載した「愛情点検おすすめガイドブック」も

作成し、販売店さまや修理時の機会を通じてお客さまへ

配布しています。

　製品のお取り扱い方法などについてお客さまから直接

ご相談いただいた場合は、専門スタッフがお応えし、適切

な情報を提供しています。

　製品の安全にかかわる問題やその他の重大な品質問題

が確認された場合には、お客さまの安全を第一に考え、そ

の情報を速やかに公表し、直ちに不具合箇所の点検、修

理・部品交換などの処置をとり、お客さまの不利益を最小

限に止めるよう努めています。当社Webサイト上でも、

「重要なお知らせ」として点検・修理案内の情報を発信し

ています。

　「家電製品の上手な取り扱い方」「省エネルギー」「安全」

などをテーマに、消費生活センターなどの行政機関が開

催する講演会に出講しています。また、お客さまへの啓発

を目的に、製品の正しい使い方を説明したビデオを制作

し、消費生活センター、消費者団体、学校、消防機関などに

提供することで、一人でも多くの方に製品を正しくお使

いいただけるよう広く呼び掛けています。

　今後も、こうした社外の団体とも連携し、お客さまによ

り安心して製品を使っていただけるよう、製品安全に対す

る理解を深めていただく取り組みを継続していきます。

当社Webサイト「愛情点検・家電安全生活のおすすめ」

■製品別点検項目の例（クリーナー）

安心してお使いいただくために、日頃から気配りを

こんな症状が見られたら、販売店に連絡を

ただちに使用を中止し、点検を依頼しましょう

□ スイッチを入れても、時々運転しないことがある
□ 時々電源が切れないことがある
□ 電源コードを伸ばしたり、巻き取った後、
　 電源を入れると運転しないことがある
□ 極端に吸い込みが弱くなった

□ 運転中に異常な音がしたり、こげくさい臭いがする
□ 本体ケースが熱で変形している
□ 電源コードに触れたり折り曲げると
　 電気が入ったり、切れたりする
□ 電源コードの一部が異常に熱い
□ 電源コードに傷があったり、溶けている
□ 電源コードに触れると、ビリビリと電気を感じる

□ こぼれた燃料、燃えカスなども吸わせている
　　└ 灯油、ガソリンなどの燃料、タバコの吸い殻などは絶対に吸わせないでください
□ 吸い込み口がふさがれた状態で長時間運転している
　　└ 吸い込み口が詰まった場合は、ゴミを取り除いてから使用しましょう
□ 排気口がふさがれた状態で使用している
　　└ カーテンなどでふさがれないよう、障害物から離して掃除しましょう
□ コードを巻き取る時に、電源プラグを持たずに行う
　　└ 必ず電源プラグを持って巻き取ってください
□ 運転中に床ブラシの回転部分にさわったことがある
　　└ 絶対に手で回転部分をさわらないでください。特にお子様には注意してください

故障や事故の原因となる
可能性があります。
できるだけはやく、販売店の
点検を受けてください。

→

故障や事故の可能性があり、
危険です。すぐに使用を
停止して、販売店の点検を
受けてください。

→

経営品質向上のための取り組み
→　www.sanyo.co.jp/Environment/
愛情点検・家電安全生活のおすすめ
→　www.sanyo.co.jp/cs/aijoutenken/access

お客さまへの情報提供

製品安全情報の提供 製品にかかわる「重要なお知らせ」　

講演会への出講と啓発ビデオの配布



取扱相談
223,925件（53.0%）

修理相談
89,832件（21.3%）

買物相談
90,941件（21.5%）

その他相談など
18,009件（4.2%）

総件数
422,707件
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　お客さまからの多様なご相談やご要望にお応えするた

め、それぞれに最適な対応窓口を整備しています。家電商

品など一般のお客さま向けの商品に関するお買物相談や

商品の取り扱い方などの総合相談は「お客さまセンター」

で、業務用機器や部品など法人のお客さまに対しては、各

営業部門の営業窓口で、あらゆる修理相談についてはア

フターサービス・メンテナンス部門で、それぞれの専門ス

タッフが常にお客さまの声に耳を傾け、満足いただける

対応をめざしています。

お客さまセンターでの対応

　お客さまセンターでは、年間約42万件のご要望やお問

い合わせが寄せられます。こうしたご相談に迅速かつ的

確にお応えできるように、素早く専門スタッフにつなぐ

ための自動音声応答装置（IVR）を導入しています。また、

365日受け付けの体制を整え、携帯電話からのフリー

コールの受電も可能とするなど、いつでも気軽にご相談

いただける窓口をめざしています。

　商品の高機能化・複雑化が進むなか、スタッフの知識や

応対能力を高めるため、商品の企画・設計部門での研修や

商品勉強会も開催しています。スタッフ1人あたり年間

30～40回の勉強会に参加し、お客さまからの多様なご

相談に的確な情報を提供できるように努めています。

アフターサービス・メンテナンス部門での対応

　当社グループのアフターサービス・メンテナンス部門

である三洋電機サービス株式会社では、家電商品から業

務用機器にいたるアフターサービス、メンテナンスに加

え、お客さまのニーズに合わせた最適な機器・システムの

提案から設計、施工まで、あらゆる面からサポートするこ

とによりCS向上に努めています。

　サービス部門で家電商品を担当するコールセンターと

業務用機器を担当するカスタマセンターでは、受付専門

スタッフによる修理受付、商品別技術員による商品相談、

技術相談への対応を行っています。修理の依頼には、全国

115カ所に及ぶ拠点を中心としたサービス網により、迅

速できめ細やかなサービスの提供を実現しています。ま

た、適切なメンテナンスによって機器のベストコンディ

ションを維持し、省エネルギーで快適な状態を保つこと

で環境負荷の低減にも貢献しています。家電商品では、販

売店さまとの協力体制も強化し、綿密な情報交換や補修

用部品の直送システムを整備することで、お客さまへよ

り的確なアフターサービスを提供しています。

営業窓口を通じた対応

　業務用機器や部品など法人のお客さまに関しては、お

客さまの事業特性を理解した上で、そのニーズに応じた

提案が必要となるため、それらの機器や部品を取り扱う

各事業部門の営業窓口を通じてお客さま対応を行ってい

ます。お客さまのビジネス課題を解決する最適なソ

リューションを提供するとともに、ビジネスパートナーと

してのより良い信頼関係の構築と維持に努めています。

お客さまとともに

■お客さまセンターでの相談内容（2006年度）

お客さまとの対話を重視して

お客さまの声に直接お応えする相談窓口

お問い合わせ・お客さまサポート
→　www.sanyo.co.jp/cs/
アフターサービス・メンテナンス（三洋電機サービス（株））
→　www.sanyo.co.jp/cmservice/access
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　当社は、お客さまの声を商品コンセプトの立案から企

画・開発、販売にいたるすべてのプロセスに反映させる取

り組みを続けています。

　営業部門では、お客さまの声をより積極的に集める専

任部署を設け、お客さまで構成する「ウフ・クラブ」という

会員組織※1を運営しています。会員さまを対象に満足度

調査やグループインタビューなどを実施し、販売後の商

品評価や消費者意識の把握、生活者ニーズの発掘を行っ

ています。

　お客さまセンターやアフターサービス部門で受け付け

たお客さまのご意見・ご要望、商品の修理や品質に関する

情報は、社内の「CS情報システム」に登録することで、社

内LANを通じて全社で共有し、品質、企画・設計、製造、

ユーザビリティ研究部門などで商品開発や改善のために

積極的に活用しています。

　また、従業員もいちばん身近な消費者ととらえ、従業員

に対して商品の使いやすさの検証や要望・不満の声の収

集と分析を行う「CSボイスプログラム」を推進していま

す。 2006年度は延べ約4,000人の従業員に対して、商品

の新機能の検証や機器の改善点の洗い出しのためにアン

ケートやインタビューを実施しました。

■お客さま情報の伝達とフィードバック

素早いサポートと
安心できる
サポートの実施

迅速かつ
的確な応対

お客さまの声を
商品の開発や
改善に反映

お客さま

要望
相談

アフターサービス・
メンテナンス部門 お客さまセンター

CS情報システム
データベース

海外関係部門 経営幹部 国内関係部門

　私たち「お客さまセンター」のもっとも大切な役割のひとつは、お客さまそれぞれの目的・要望

にあった専門スタッフに素早くつなぎ、お知りになりたかったことを十分に理解し満足していた

だくことです。そのためには、何よりお話を十分に伺い、何にお困りなのか、何を要望されている

かを的確につかむことが大切だと考えています。

　お客さまから「ありがとう」「これからも安心して使えます」「また三洋電機の商品を買います」

と言っていただいたときの満足感やうれしさは格別であるのと同時に、自分が会社の顔になって

いることを改めて思い起こして身が引き締まる思いです。

　今後も、この仕事に誇りを持ち、お客さまに喜んでいただくためのスキルを高めていくことで、

三洋電機の商品、三洋電機という会社を一人でも多くの方に好きになっていただきたいと思います。

※1　当社商品に同封されている「愛用者カード」を返信していただき、
その商品の満足度調査に回答してくださったお客さまに入会を募る

会員制組織。

お客さまに喜んでいただくために

お客さまセンター
渡邉 英里

お客さまの声を商品開発に活かす仕組み



女性：51,300人

男性：43,606人

45.9% 54.1% 59.2%31.4%

2.2%

2.0% 5.2%

アジア：

日　本：

欧　州：

北　米：

その他：

56,225人

29,764人

2,083人

1,893人

4,941人
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　世界規模で事業を展開する当社グループは、国内外で

94,906名（2007年3月末現在）の従業員を雇用していま

す。性別にも偏りがなく、雇用地域も全世界にわたり、多

様性に富んだ従業員構成になっています。

　求人、雇用、昇進など、あらゆる場面において、当社グ

ループの「行動基準」および「行動・倫理規範」に沿って、公

平かつ公正に判断しています。各国の関連法規を遵守す

ることはもちろん、国連「世界人権宣言」や「ILO国際労働

基準」などの趣旨にのっとり、従業員一人ひとりの人権を

尊重し、また人種、宗教、国籍、年齢、性別などによる差別

も一切行っていません。

■2006年度従業員構成（連結）

従業員とともに
従業員の多様な個性を尊重し、一人ひとりが意欲にあふれ、
その能力を最大限に発揮できる環境づくりに力を注いでいます。

● 全管理職に占める女性管理職の割合が増加

● 2007年4月、次世代育成支援対策推進法に基づく認定取得

● 納得性・公平性・透明性のより高い人事制度への改定

HighlightHighlight

男女別 地域別

公正な雇用



全民間企業平均
当社グループ

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

（%）2.5

2007年2006年2005年2004年

1.80 1.95 2.02 1.99

1.46 1.49 1.52

毎年6月時点
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　私たちは従業員一人ひとりの多様な個性こそが、新た

な価値を創造し、成長するための原動力になると考えて

います。こうしたなか、国籍の多様化、女性の活用、障がい

者雇用、現地人財※1の登用など、地域ごとに重点課題を設

け、さらに取り組みを進めています。

　女性の活躍をより推進するため、労使一体で「ポジティ

ブアクション委員会」を設け、男女の適正な評価・処遇の

浸透に関して積極的に議論しています。議論に基づく取

り組みが着実に実を結び、女性従業員の活躍は、企画、営

業、技術開発など、多部門に広がっており、それに伴って

全管理職に占める女性管理職の割合も増加し、2006年度

には1.3％と、3年前に比べて倍増しています。

　すべての人々がやりがいを感じ、ともに働けるよう、当

社グループでは障がいを持つ方々の雇用機会の拡大に努

めています。

　現在、花や野菜苗の栽培などを手掛ける三洋ハートエ

コロジー株式会社、電池の梱包・包装、電気機器の組み立

てなどを手掛ける播磨三洋工業株式会社などの特例子会

社※2をはじめ、国内各地の事業所で障がいを持つ従業員

がそれぞれの適性を活かした業務に従事しています。当

社グループの障がい者雇用率※3は、2007年6月現在で

1.99%となっています。

　海外各拠点では、事業のグローバル化の進展に伴い、製

造だけにとどまらず技術開発、品質管理、営業、事業企画

などさまざまな分野で現地雇用を実現しています。

　現在、より現地に密着した事業経営とグローバルレベ

ルでの人財の最適配置を実現するために、グローバルマ

ネジメント機能を強化し、それぞれの国・地域にあった人

財育成制度、評価処遇制度の整備を進めています。

　当社グループは、男女を問わず、仕事と家庭を両立させ

たいと希望する従業員にとって働きやすい環境づくりを

進めています。労使一体による「次世代育成支援対策委員

会」を中心に取り組みを行い、育児勤務制度の期間の拡大

（小学校1年生3月末まで取得可能）や、男性の育児休職取

得促進（2006年度に男性2名が育児休職取得）などの行

動計画を達成しました。こうし

た取り組みが認められ、2007

年4月には、次世代育成支援対

策推進法に基づく認定※4を取

得しました。

※4　子育て支援に関する行動計画を
達成し、厚生労働省の認定基準

をクリアすることで与えられる

もの。

※2　「従業員数に占める障がい者比率が20％以上」など一定の条件を満た
す子会社のこと。障害者雇用促進法により、特例子会社の従業員を、
親会社の障がい者雇用率の計算に含めることができます。

※3　三洋電機、特例子会社2社、特例認定関係会社9社を対象に算定。

※1　当社グループでは、従業員をかけがえのない財産ととらえ、「人材」を
　　　「人財」と表記しています。

■障がい者雇用率

次世代認定マーク「くるみん」

障がいのある従業員の活用

現地人財の積極的な登用

仕事と家庭の両立を支援

働きやすい職場づくり

ダイバーシティ
（人財の多様性）の推進

女性の活躍を推進

公正な雇用、ダイバーシティの推進
働きやすい職場づくり
→　www.sanyo.co.jp/Environment/access



1. 危険ゼロ職場の確立

2. 総合的な健康づくりの推進

3. 全員参加の安全衛生活動の展開

安全衛生基本方針

パフォーマンス
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　当社グループでは、従業員および労働組合との対話と、

良好な関係づくりを重視しています。三洋電機株式会社

および主要な国内グループ会社の約20,000人に及ぶ従

業員が加入する三洋電機労働組合との間では、従業員の

労働条件などに関して日常的に協議しており、労使の

トップが出席する労使協議会も定期的に開催していま

す。労使協議会では、経営トップが会社の経営方針を説明

するとともに労働組合から提示される従業員の声を受け

止め、それらの声を経営に反映させるよう努めています。

　事業構造の改革に伴う大規模な人事異動などが発生す

る場合には、労働組合との事前協議を行った上で、従業員

に対して、そのような施策にいたった経緯や実施に関す

る基本方針・計画などについて十分な説明を行うととも

に、必要な場合には従業員の個別相談にも対応します。

　当社グループでは、従業員一人ひとりの自己実現とや

りがいを創出し、その能力を最大限に発揮できるための

能力開発制度を充実させています。

　2007年度には、新しい人事制度の施行にあわせて能力

開発プログラムを再構築するとともに、各職種別に求め

られる能力要件を整備しました。キャリア別の能力開発

プログラムは、OJT、階層別研修、専門能力別研修、キャ

リアパスで構成しており、従業員の中長期的なキャリア

プラン設定に役立つ仕組みになっています。研修方法は、

集合研修、通信教育に加えて、ｅ-ラーニングを充実させ

ているほか、MBAを含む海外留学制度や社外指導機関に

よる講座への参加など、多様な能力開発支援を実施して

います。また、国内事業所だけでなく海外会社での一部プ

ログラムの導入も予定しています。

　2006年度は、安全管理面では、発生した労働災害の分

析に基づく、管理的・物的要因による類似労働災害の防止

策、衛生管理面では、過重労働やメンタルヘルスの不調に

よる健康障害防止策および定期健康診断での有所見者に

対する精密検査受診の徹底など健康保持・増進策を重点

的な活動方針として、全社へ展開しました。

　また、毎年、全社安全衛生大会を開催し、経営トップか

ら職場担当者まで約1,300名が参加して現状認識の共有

や先進的な事業場の活動内容の報告などを通じて、安全

衛生意識を高めています。

　当社グループが今後も持続的に成長するためには、ブ

ランドビジョンや経営方針に沿って、組織の役割を明確

にし、組織として進むべき方向を一致させ、求心力を高め

ることが重要だと考えています。

　2007年度から施行している新しい人事制度では、組織

の役割とそのなかで従業員一人ひとりに期待する役割、

それぞれの役割を遂行するために習得してほしい専門能

力を明示した上で、目標管理制度や評価基準、昇格要件な

どを定めています。期待する役割に対する遂行状況や、専

門能力の習得度合いの両面をバランスよく評価し、処遇

に反映させることで、これまで以上に「納得性・透明性・公

平性」を高めた成果主義人事制度としています。特に、昇

格については、選考試験を廃止し、仕事レベル・専門能力

レベル・役割全体の遂行状況を多面的に評価して判定す

る仕組みに改定しています。

労使協議会

従業員との誠実な対話 人財の能力開発

安全衛生活動の重点方針

適正な評価と処遇

職場の労働安全衛生
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　労働災害が発生した場合には、安全衛生担当者を通じ

て「災害速報」を全社に配信し、類似災害の防止に取り組

んでいます。また、重大災害や休業災害が発生した事業場

や3カ月以内に複数回の労働災害が発生した事業場につ

いては、「安全管理要対策事業場」に指定し、再発防止計画

書を策定しています。指定された事業場は、計画に基づき

集中的な点検活動や職場パトロールなどを3カ月間実施

し、管理者や従業員が安全に対する意識や関心を維持・継

続する取り組みを実施しています。

　さらに、労働安全衛生マネジメントシステムを導入し

ている事業場では、リスクアセスメントや内部監査を通

じて管理体制の継続的改善に取り組んでいるほか、改善

事例報告会などを実施し、労働災害防止策を推進してい

ます。

　企業のメンタルヘルスを取り巻く状況は厳しく、メン

タルヘルスの不調を原因とする休職者の割合が増加して

いることから、予防を含めた適切な対策が必要となって

います。

　当社では、従業員自身が自己診断可能なストレス

チェックリストや産業保健センター内の相談窓口などの

情報を、イントラネットを通じて提供しています。また、

2006年度はモデル事業場を設定して、ストレスチェック

の結果をもとに個人ケアと職場環境改善活動を実施し成

果が見られたことから、2007年度は対象事業場を拡大す

る予定です。さらに、メンタルヘルスに対する正しい認識

を深め、職場でのメンタルヘルス不調者の早期発見・予防

を促すため、主に管理職を対象とした内外講師による講

習会やリスナー教育（傾聴法）を事業所ごとに実施してい

ます。管理職は部下と産業医などの専門家をつなぐ重要

な役割を担っていることから、コミュニケーションスキ

ル向上への意識付けも同時に行っています。2007年度は

受講者へのアンケート調査を行い、その結果をもとに研

修内容を充実させ、研修効果を高めていきます。

　産業保健センターでは、職場における従業員の心身の健康管理を推進しています。健康障害やメ

ンタルヘルスの不調を予防する施策を実施するとともに、不調を感じている人には少しでも早期

に対応できるよう、電話やメールで相談を受け付けて面談を行ったり、「保健師によるこころの相

談室」も設置しています。相談内容や面談結果によってもっとも適した対応を見極め、産業医やそ

の他専門スタッフへつなぐことも私たちの重要な役割です。

　面談時は、話しやすい雰囲気をつくり、保健指導を受けた日から改善に向けて何かひとつでも取

り組んでもらえるよう、できるだけ具体的に指導することを心掛けています。相談された方々に

「あの時、保健指導を受けてよかった」と言われるような仕事が目標です。そのために、現在の施策

やその結果を分析・評価し、活動内容の質をさらに高めるとともに、従業員の皆さんにも健康に対

する意識を高めてもらうようサポートしていきたいと思います。

東京製作所
産業保健センター
保健師　青山 裕子

従業員が健康で元気に仕事ができること、それが私たちの願いです

職場の労働安全衛生
→　www.sanyo.co.jp/Environment/

access

労働災害ゼロに向けて メンタルヘルス対策
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　世界各地で事業を展開する当社グループでは、それぞ

れの国や地域の状況、規制などを考慮し、自社基準との融

和を図りながら、円滑な事業活動を進めています。

　その地域において求められる活動や対策を理解するた

めには、コミュニケーションが不可欠です。地域のボラン

ティア活動やまちづくりなどに参加・協力する際には、各

事業所の従業員が中心となって地域行政や地域住民の代

表の方々との対話を行っています。また同時に、それらの

対話を通して、当社グループのビジョンや事業活動に対

する理解も深めてもらっています。

　当社は、「環境保全」「青少年育成」「社会福祉」といった

分野において自社の経営資源や得意分野を活かしなが

ら、地域社会が発展・充実し、共生していくことのできる

社会貢献活動を行っています。

　また、こうした企業市民としての活動は、従業員一人ひ

とりのボランティアマインドを育み、広い心を持って地

域とのコミュニケーションが図れる貴重な機会となりま

す。明るく元気な共生社会をめざした地域とのパート

ナーシップの構築は、自社の事業の発展にもつながる投

資だと考えています。

地域社会とともに
地域社会の発展・充実、地域社会との共生をめざし、
三洋電機らしい社会への貢献を行っていきます。

● 「小学校ENERGY EVOLUTION PROJECT」によって、40校2,910人の

　 子どもたちに環境教育を実施

● 「三洋Think GAIA財団」による助成金が5年間で累計約3,500万円

HighlightHighlight

地域社会との対話

共生をめざした社会貢献活動

社会貢献活動
→　www.sanyo.co.jp/social/culture/

access



ソーラーアーク

ソーラーアーク前のフィールドラボ いのちのほしのものがたり

バドミントン教室

環境授業
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「ソーラーアーク」による教育、啓発

　クリーンエネルギーの可能性と夢を追求する当社グ

ループのシンボルとして誕生した太陽光発電システム

「ソーラーアーク」は、そのインパクトある外観によって

太陽光発電の普及啓発に役立っています。

　併設の「ソーラーラボ」は、世界でも珍しい太陽電池の

科学館で、一般の方々への環境に関する生涯学習や小中

高生の社会見学、省エネルギーセンターを通じた海外研

修生の受け入れ、学校関係者の研修視察、企業の社員研修

などに幅広く活用されています。そのほか、環境と科学へ

の関心を高める地域団体や県主催のイベントなどの参加

要請にも積極的に協力しています。学校からの来館者に

はエネルギー体験教室、温暖化実験等、科学館の見学にと

どまらない幅広い環境学習を体験してもらっています。

　2006年8月には、ソーラーラボ内に、宇宙誕生から人

類誕生までの137億年の時間の旅を映像で体感しながら

地球の歴史を学べる新展示「いのちのほしのものがたり」

をオープンしました。2002年の開館以来の来館者は、累

計約26万人に達しています。

Environment for All（みんなの環境）活動

　1999年より『水を守る』をコンセプトに、マレーシア・

サラワク州において水供給システムを設置するワーク

キャンプを実施してきました。2005年より活動場所を国

内に移し、『森を守る』国内ワークキャンプ「三洋の森」を

開始しました。群馬県高崎市倉渕町の県有林約2ヘク

タールの森林整備を年に数回行うことで自然環境の重要

性を再認識する貴重な機会となっています。

学校への環境教育「小学校ENERGY EVOLUTION PROJECT」

　当社では、約1,000回くり返し使える充電池「eneloop」

を題材に、2005年11月より子どもたちへの「環境教育」に

取り組んでいます。

　2006年度は、小学校40校で出前授業を行い、2,910人

の子どもたちに「電池をくり返し使う」ことから地球環境

の大切さを伝えてきました。2007年度はこの授業を継続

して実施するとともに、より多くの小学校などでの環境

教育を支援するため、授業で使っている教材を環境教育

に携わる方々へ無料で提供する取り組みも始めました。

また、eneloopの海外拡販に伴い、海外での環境教育の需

要も高まっています。これに対する支援体制も進めてお

り、2007年2月には中国北京日本人学校での環境授業を

実施しました。

スポーツ教室の開催

　子どもたちの健全育成と社会教育に寄与することを目

的に、当社のバドミントンチームとラグビー部のOB・OG

が中心となり、当社の体育館や芝生グラウンドを開放して

小中学生を対象にスポーツ教室を開講しています。また、

学校や地域ボランティアと連携を取りながら、小学校での

授業や放課後・週末の講師派遣も行っています。

環境保全 青少年育成
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三洋ハンガリー有限会社

環境イベント「Environmental Children Day」への協賛

　太陽電池や二次電池、環境配慮型空調機器を製造して

いる三洋ハンガリー有限会社では、地元の小中学生を対象

とした環境イベント「Environmental Children Day」に協

賛し、環境保全や資源リサイクルの大切さを伝えていま

す。また、大学生や専門学校生のインターンシップを受け

入れ、実地研修を通じて会社の環境戦略や環境活動を体

験してもらっています。こうした活動を継続的に行うこと

で、地域の人々の環境意識の向上に貢献していきます。

　当社は、従業員が積極的にボランティア活動に参加で

きる環境づくりを、労使一体で推進しています。

　具体的な施策として、1992年よりボランティア休暇・

休職制度を導入しており、2006年度は、延べ258名がボ

ランティア休暇を取得し、2名がボランティア休職制度

を利用して、さまざまな活動に参加しました。また、2006

年度より従業員の社会貢献活動に対する表彰制度「シル

バーリボン賞」を開始しました。これにより従業員のボラ

ンティアマインドの醸成を図るとともに、職域での理解

を深め、より活動しやすい環境づくりを進めています。

　当財団は、太陽光発電システム「ソーラーアーク」の竣

工（2001年12月）を機に、その発電による経済効果相当

額をさまざまな環境保全活動に役立てるため、2002年4

月に三洋エコ基金財団として設立されました。三洋電機

の環境推進センターに事務局を置き、環境ボランティア

団体やNPOなどによる真摯な環境活動に資金を助成し

ています。

　2006年2月から名称を「三洋Think GAIA財団」に変更

し、助成範囲も社会教育や子どもの健全育成のための活

動まで拡張しました。2006年度までの過去5年間の助成

実績は、「青少年のための科学の祭典」や「ぎふ地球環境

塾」、「おおつ環境フォーラム」など19団体、29件※1（累計

助成額は3,500万円強）となっています。

三洋フィリピン株式会社

森林保護プロジェクト「Bantay Kalikasan」への協賛

　三洋フィリピン株式会社では、現地の森林保護プロ

ジェクト「Bantay Kalikasan」に協賛し、2006年9月から

募金活動を行っています。お取引先からも募金箱の設置

場所を提供いただくなどの協力を得て、活動は全国に広

がっています。集まった募金はプロジェクト主催者に寄

付し、森林保護や大気汚染防止などの自然保護を目的に

活用されています。また、主催者と三洋フィリピン株式会

社の従業員が共同で、マニラ市内唯一の森林La Mesaダ

ム周辺1ヘクター

ルに400本の植樹

も行いました。

地域社会とともに

※1　継続案件があるため、助成件数と助成先団体数は異なります。

フィリピンでの植樹

楽しく環境に親しむイベント「Environmental Children Day」

ボランティア休暇
　従業員が平日にボランティア活動やコミュニティ活動に参加する場合、
年間6日（半日12回）まで有給の特別休暇を取得できます。

ボランティア休職
　従業員が長期間ボランティア活動に参加する場合、1カ月以上1年未満の
有給の休職が認められます。（青年海外協力隊参加の場合は、参加のため
の研修および実際の参加期間）

海外での社会貢献活動 従業員のボランティア活動支援

環境保全活動を支援する
「三洋Think GAIA財団」

助成・寄付活動

三洋Think GAIA財団
→　www.sanyo-ecokikin.jp/

access
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